
 

制定 平成２５年 ６月１９日 原規技発第 1306193 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成２６年 ４月１６日 原規技発第 1404152 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成２６年 ７月 ９日 原規技発第 1407092 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成２９年 ４月 ５日 原規技発第 1704051 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成２９年 ８月３０日 原規技発第 1708302 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成２９年１１月２９日 原規技発第 1711293 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成２９年１１月２９日 原規技発第 1711299 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成３０年 １月２４日 原規技発第 1801246 号  原子力規制委員会決定 

改正 平成３１年 ３月１３日 原規技発第 1903132 号  原子力規制委員会決定 

改正 令和 元年 ９月 ２日 原規技発第 1909021 号  原子力規制委員会決定 

改正 令和 ２年 ３月３１日 原規規発第 20033110 号 原子力規制委員会決定 

改正 令和 ３年 ４月２１日  原規技発第 2104216 号  原子力規制委員会決定 

改正 令和 ３年 ６月２３日  原規技発第 2106233 号  原子力規制委員会決定 

改正 令和 ４年 ２月２４日 原規技発第 2202246 号  原子力規制委員会決定 

改正 令和 ４年 ３月３０日 原規技発第 2203305 号  原子力規制委員会決定 

改正 令和 ４年 ９月１４日 原規技発第 2209146 号  原子力規制委員会決定 

改正 令和 ５年 ２月２２日 原規技発第 2302222 号  原子力規制委員会決定 

改正 令和 ６年 ３月１３日 原規技発第 2403133 号  原子力規制委員会決定 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解

釈」について次のように定める。 

 

   平成２５年６月１９日 

 

 

原子力規制委員会         

 

 

 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則の解釈」の制定について 

 

 

原子力規制委員会は、「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則の解釈」を別添のとおり定める。 

 



 

 

附 則 

この規程は、平成２５年７月８日より施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年４月１６日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年７月９日から施行する。 
附 則 

この規程は、再処理施設の設計及び工事の方法の技術基準に関する規則等の一部を改

正する規則の施行の日（平成２９年５月１日）より施行する。 

附 則 

この規程は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則等の一部を改正する規則の施行の日（平成２９年９月１１日）より施行する。 

附 則 

この規程は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の一部を改正す

る規則の施行の日（平成２９年１２月１４日）より施行する。 

附 則 
この規程は、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の一部を改正する規則の

施行の日（平成２９年１２月１４日）から施行する。 
附 則 

この規程は、試験研究の用に供する原子炉等の設計及び工事の方法の技術基準に関す

る規則等の一部を改正する規則の施行の日（平成３０年２月２０日）より施行する。 

附 則 

この規程は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の一部を改正す

る規則の施行の日（平成３１年４月２日）から施行する。 

附 則 

この規程は、令和元年９月２日から施行する。 

附 則 

この規程は、原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１５号）第３

条の規定の施行の日（令和２年４月１日）から施行する。 

附 則 

１ この規程は、令和３年４月２１日から施行する。 



 

２ この規程の施行の際現に設置され又は設置に着手されている発電用原子炉施設

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）

第４３条の３の５第２項第５号に規定する発電用原子炉施設をいう。以下同じ。）

に対するこの規程による改正後の実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則の解釈（以下「新実用炉設置許可基準規則解釈」とい

う。）別記２第４条５（同規程第３９条において準用する場合を含む。）及び研究開

発段階発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の

解釈（以下「新研開炉設置許可基準規則解釈」という。）別記２第４条５（同規程

第３９条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、令和６年４月

２０日までの間は、なお従前の例による。ただし、令和６年４月２０日までの間に

行われる法第４３条の３の８第１項の規定による変更の許可（新実用炉設置許可基

準規則解釈別記２第４条又は新研開炉設置許可基準規則解釈別記２第４条の規定に

適合するために必要な事項に係るものに限る。）については、この限りでない。 

３ 前項ただし書の許可を受けた発電用原子炉施設に対する実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原規技発第 1306194 号。以下「実用炉

技術基準規則解釈」という。）第４条から第６条まで（これらの規定を第４９条か

ら第５１条までにおいて準用する場合を含む。以下同じ。）及び研究開発段階発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原管Ｐ発第 1306193

号。以下「研開炉技術基準規則解釈」という。）第４条から第６条まで（これらの

規定を第５１条から第５３条までにおいて準用する場合を含む。以下同じ。）の規

定の適用については、令和１１年４月１９日以後最初に当該発電用原子炉施設に係

る法第４３条の３の１６第１項の検査が終了した日又は令和１１年４月１９日以後

当該発電用原子炉施設の設置について最初に法第４３条の３の１１第３項の確認を

受けた日のいずれか早い日までの間（以下「経過措置期間」という。）は、これら

の規定中「設置許可で確認した設計方針」とあるのは、「設置許可（実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈等の一部を

改正する規程（原規技発第 2104216 号）附則第２項ただし書の許可を除く。）で確

認した設計方針」とする。ただし、次に掲げるものについては、この限りでない。 

⑴ 経過措置期間に行われる次に掲げる認可及び確認 

イ 法第４３条の３の９第１項又は第２項の規定による認可（前項ただし書の許

可で確認した設計方針に基づき行われる実用炉技術基準規則解釈第５条及び研

開炉技術基準規則解釈第５条の規定に適合するために必要な事項に係るものに

限る。） 

ロ 法第４３条の３の１１第３項の規定による確認（イの認可を受けた設計及び

工事の計画に従って行われる工事に係るものに限る。） 



 

⑵ 前号ロの確認を受け、又は前号ロの確認について実用発電用原子炉の設置、運

転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号）第１７条第４号の指示を

受けた発電用原子炉施設 

４ この規程の施行の際現に設置され又は設置に着手されている再処理施設（法第４

４条第２項に規定する再処理施設をいう。以下同じ。）に対するこの規程による改

正後の再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（以下「新再処

理事業許可基準規則解釈」という。）別記２第７条６（同規程第３１条において準

用する場合を含む。）の規定の適用については、令和６年４月２０日までの間は、

なお従前の例による。ただし、令和６年４月２０日までの間に行われる法第４４条

の４の規定による変更の許可（新再処理事業許可基準規則解釈別記２第７条の規定

に適合するために必要な事項に係るものに限る。）については、この限りでない。 

５ 前項ただし書の許可を受けた再処理施設についての当該許可で確認した設計方針

の取扱いについては、第３項の例による。 

 
附 則 

この規程は、令和３年６月２３日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年２月２４日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年３月３０日から施行する。 
附 則 

この規程は、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関す

る規則及び実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の一部を改正す

る規則（令和４年原子力規制委員会規則第４号）の施行の日（令和４年９月２６日）か

ら施行する。 

附 則 

この規程は、令和５年２月２２日から施行する。 
附 則 

この規程は、令和６年３月１３日から施行する。 
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目 次 
条 見出し  条 見出し  条 見出し 

第一章 総則 
 

第二十五条 反応度制御系統及び原子炉制御系統  第五十条 
原子炉格納容器の過圧破損を防止するための
設備 

第一条 適用範囲 
 

第二十六条 原子炉制御室等  第五十一条 
原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するた
めの設備 

第二条 定義 
 

第二十七条 放射性廃棄物の処理施設  第五十二条 
水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止
するための設備 

第二章 設計基準対象施設 
 

第二十八条 放射性廃棄物の貯蔵施設  第五十三条 
水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止す
るための設備 

第三条 設計基準対象施設の地盤  第二十九条 工場等周辺における直接線等からの防護  第五十四条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

第四条 地震による損傷の防止 
 

第三十条 放射線からの放射線業務従事者の防護  第五十五条 
工場等外への放射性物質の拡散を抑制するた
めの設備 

第五条 津波による損傷の防止  第三十一条 監視設備  第五十六条 
重大事故等時に必要となる水源及び水の供給

設備 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止  第三十二条 原子炉格納施設  第五十七条 電源設備 

第七条 発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止  第三十三条 保安電源設備  第五十八条 計装設備 

第八条 火災による損傷の防止  第三十四条 緊急時対策所  第五十九条 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備 

第九条 溢
いっ

水による損傷の防止等  第三十五条 通信連絡設備  第六十条 監視測定設備 

第十条 誤操作の防止  第三十六条 補助ボイラー  第六十一条 緊急時対策所 

第十一条 安全避難通路等  第三章 重大事故等対処施設  第六十二条 通信連絡を行うために必要な設備 

第十二条 安全施設  第三十七条 重大事故等の拡大の防止等    

第十三条 
運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡
大の防止 

 
第三十八条 重大事故等対処施設の地盤    

第十四条 全交流動力電源喪失対策設備  第三十九条 地震による損傷の防止    

第十五条 炉心等  第四十条 津波による損傷の防止    

第十六条 燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設  第四十一条 火災による損傷の防止    

第十七条 原子炉冷却材圧力バウンダリ  第四十二条 特定重大事故等対処施設    

第十八条 蒸気タービン  第四十三条 重大事故等対処設備    

第十九条 非常用炉心冷却設備 
 

第四十四条 
緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にす
るための設備 

   

第二十条 一次冷却材の減少分を補給する設備 
 

第四十五条 
原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用
原子炉を冷却するための設備 

   

第二十一条 残留熱を除去することができる設備 
 

第四十六条 
原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するため

の設備 
   

第二十二条 
最終ヒートシンクへ熱を輸送することができる

設備 

 
第四十七条 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための設備 
   

第二十三条 計測制御系統施設  第四十八条 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備    

第二十四条 安全保護回路  第四十九条 原子炉格納容器内の冷却等のための設備    

別 添 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

第一章 総則 

 

（適用範囲） 

第一条 この規則は、実用発電用原子炉及びその附属施設について

適用する。 

 

第１章 総則 
 
第１条（適用範囲） 
１ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第５号。以

下「設置許可基準規則」という。）が適用される発電用原子炉及

びその附属施設の設計及び材料の選定に当たっては、設計及び

工事の計画の認可、使用前事業者検査及び定期事業者検査等に

も配慮して、原則として現行国内法規に基づく規格及び基準に

よるものとする。ただし、外国の規格及び基準による場合又は

規格及び基準で一般的でないものを適用する場合には、それら

の規格及び基準の適用の根拠、国内法規に基づく規格及び基準

との対比並びに適用の妥当性を明らかにする必要がある。 
なお、「規格及び基準によるものとする」とは、対象となる構築

物、系統及び機器について設計、材料の選定、製作及び検査に

関して準拠する規格及び基準を明らかにしておくことを意味す

る。 
２ 第１条は、設置許可基準規則の適用範囲を定めたもので、「実用

発電用原子炉及びその附属施設」とは、設計基準対象施設及び

重大事故等対処施設をいう。 

 

設置許可基準規則に定める技術的要件を満足する技術的内容は、本解釈に限定されるものではなく、設置許可基準規則に照らして十分な

保安水準の確保が達成できる技術的根拠があれば、設置許可基準規則に適合するものと判断する。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （定義） 

第二条 この規則において使用する用語は、核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）におい

て使用する用語の例による。 

２ この規則において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

一 「放射線」とは、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する

規則（昭和五十三年通商産業省令第七十七号。以下「実用炉規

則」という。）第二条第二項第一号に規定する放射線をいう。 

二 「通常運転」とは、設計基準対象施設において計画的に行わ

れる発電用原子炉の起動、停止、出力運転、高温待機、燃料体

の取替えその他の発電用原子炉の計画的に行われる運転に必要

な活動をいう。 

三 「運転時の異常な過渡変化」とは、通常運転時に予想される

機械又は器具の単一の故障若しくはその誤作動又は運転員の単

一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想される外

乱によって発生する異常な状態であって、当該状態が継続した

場合には発電用原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）又

は原子炉冷却材圧力バウンダリの著しい損傷が生ずるおそれが

あるものとして安全設計上想定すべきものをいう。 

四 「設計基準事故」とは、発生頻度が運転時の異常な過渡変化

より低い異常な状態であって、当該状態が発生した場合には発

第２条（定義） 

１ 本規程において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下

「法」という。）及び設置許可基準規則において使用する用語の

例による。 
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電用原子炉施設から多量の放射性物質が放出するおそれがある

ものとして安全設計上想定すべきものをいう。 

五 「安全機能」とは、発電用原子炉施設の安全性を確保するた

めに必要な機能であって、次に掲げるものをいう。 

イ その機能の喪失により発電用原子炉施設に運転時の異常な

過渡変化又は設計基準事故が発生し、これにより公衆又は従

事者に放射線障害を及ぼすおそれがある機能 

ロ 発電用原子炉施設の運転時の異常な過渡変化又は設計基準

事故の拡大を防止し、又は速やかにその事故を収束させるこ

とにより、公衆又は従事者に及ぼすおそれがある放射線障害

を防止し、及び放射性物質が発電用原子炉を設置する工場又

は事業所（以下「工場等」という。）外へ放出されることを

抑制し、又は防止する機能 

六 「安全機能の重要度」とは、発電用原子炉施設の安全性の確

保のために必要な安全機能の重要性の程度をいう。 

七 「設計基準対象施設」とは、発電用原子炉施設のうち、運転

時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発生を防止し、又はこ

れらの拡大を防止するために必要となるものをいう。 

八 「安全施設」とは、設計基準対象施設のうち、安全機能を有

するものをいう。 

九 「重要安全施設」とは、安全施設のうち、安全機能の重要度

が特に高い安全機能を有するものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２項第５号ロに規定する「工場又は事業所」とは、実用発電

用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省

令第７７号）第７条第１項第２号に規定する「工場又は事業

所」のことをいう。 
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十 「工学的安全施設」とは、発電用原子炉施設の損壊又は故障

その他の異常による発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷又は

炉心の著しい損傷により多量の放射性物質の放出のおそれがあ

る場合に、これを抑制し、又は防止するための機能を有する設

計基準対象施設をいう。 

十一 「重大事故等対処施設」とは、重大事故に至るおそれがあ

る事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除く。以

下同じ。）又は重大事故（以下「重大事故等」と総称する。）

に対処するための機能を有する施設をいう。 

十二 「特定重大事故等対処施設」とは、重大事故等対処施設の

うち、故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムにより

炉心の著しい損傷が発生するおそれがある場合又は炉心の著し

い損傷が発生した場合において、原子炉格納容器の破損による

工場等外への放射性物質の異常な水準の放出を抑制するための

ものをいう。 

十三 「設計基準事故対処設備」とは、設計基準事故に対処する

ための安全機能を有する設備をいう。 

十四 「重大事故等対処設備」とは、重大事故等に対処するため

の機能を有する設備をいう。 

十五 「重大事故防止設備」とは、重大事故等対処設備のうち、

重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合であって、設

計基準事故対処設備の安全機能又は使用済燃料貯蔵槽の冷却機
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能若しくは注水機能が喪失した場合において、その喪失した機

能（重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な

機能に限る。）を代替することにより重大事故の発生を防止す

る機能を有する設備をいう。 

十六 「重大事故緩和設備」とは、重大事故等対処設備のうち、

重大事故が発生した場合において、当該重大事故の拡大を防止

し、又はその影響を緩和するための機能を有する設備をいう。 

十七 「多重性」とは、同一の機能を有し、かつ、同一の構造、

動作原理その他の性質を有する二以上の系統又は機器が同一の

発電用原子炉施設に存在することをいう。 

十八 「多様性」とは、同一の機能を有する二以上の系統又は機

器が、想定される環境条件及び運転状態において、これらの構

造、動作原理その他の性質が異なることにより、共通要因（二

以上の系統又は機器に同時に影響を及ぼすことによりその機能

を失わせる要因をいう。以下同じ。）又は従属要因（単一の原

因によって確実に系統又は機器に故障を発生させることとなる

要因をいう。以下同じ。）によって同時にその機能が損なわれ

ないことをいう。 

十九 「独立性」とは、二以上の系統又は機器が、想定される環

境条件及び運転状態において、物理的方法その他の方法により

それぞれ互いに分離することにより、共通要因又は従属要因に

よって同時にその機能が損なわれないことをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第２項第１８号に規定する「共通要因」とは、二つ以上の系統

又は機器に同時に作用する要因であって、例えば環境の温度、

湿度、圧力又は放射線等による影響因子、系統若しくは機器に

供給される電力、空気、油、冷却水等による影響因子及び地

震、溢
いっ

水又は火災等の影響をいう。 
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二十 「管理区域」とは、実用炉規則第二条第二項第四号に規定

する管理区域をいう。 

二十一 「周辺監視区域」とは、実用炉規則第二条第二項第六号

に規定する周辺監視区域をいう。 

二十二 「燃料材」とは、熱を発生させるために成形された核燃

料物質をいう。 

二十三 「燃料被覆材」とは、原子核分裂生成物の飛散を防ぎ、

かつ、一次冷却材による侵食を防ぐために燃料材を覆う金属管

をいう。 

二十四 「燃料要素」とは、燃料材、燃料被覆材及び端栓からな

る炉心の構成要素であって、構造上独立の最小単位であるもの

をいう。 

二十五 「燃料要素の許容損傷限界」とは、燃料被覆材の損傷の

程度であって、安全設計上許容される範囲内で、かつ、発電用

原子炉を安全に運転することができる限界をいう。 

二十六 「原子炉停止系統」とは、発電用原子炉を未臨界に移行

し、及び未臨界を維持するために発電用原子炉を停止する系統

をいう。 

二十七 「反応度制御系統」とは、通常運転時に反応度を調整す

る系統をいう。 

二十八 「反応度価値」とは、制御棒の挿入又は引き抜き、液体

制御材の注入その他の発電用原子炉の運転に伴う発電用原子炉

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 第２項第２５号に規定する「発電用原子炉を安全に運転するこ

とができる限界」とは、発電用原子炉の設計と関連して、燃料

体の損傷が安全上許容される程度であり、かつ、継続して発電

用原子炉を運転することができる限界をいう。ここで、「継続し

て発電用原子炉を運転することができる」とは、必ずしもその

ままの状態から発電用原子炉を運転することを意味するもので

はなく、故障箇所の修理及び必要な場合における燃料の検査・

交換を行った後に運転を再開することも含む。 
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の反応度の変化量をいう。 

二十九 「制御棒の最大反応度価値」とは、発電用原子炉が臨界

（臨界近傍を含む。）にある場合において、制御棒を一本引き

抜くことにより炉心に生ずる反応度価値の最大値をいう。 

三十 「反応度添加率」とは、発電用原子炉の反応度を調整する

ことにより炉心に添加される単位時間当たりの反応度の量をい

う。 

三十一 「一次冷却材」とは、炉心において発生した熱を発電用

原子炉から直接に取り出すことを主たる目的とする流体をいう

。 

三十二 「二次冷却材」とは、一次冷却材の熱を熱交換器により

取り出すための流体であって、蒸気タービンを駆動させること

を主たる目的とする流体をいう。 

三十三 「一次冷却系統」とは、炉心を直接冷却する冷却材が循

環する回路をいう。 

三十四 「最終ヒートシンク」とは、発電用原子炉施設において

発生した熱を最終的に除去するために必要な熱の逃がし場をい

う。 

三十五 「原子炉冷却材圧力バウンダリ」とは、発電用原子炉施

設のうち、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時にお

いて、圧力障壁となる部分をいう。 

三十六 「原子炉格納容器」とは、一次冷却系統に係る発電用原
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子炉施設の容器内の機械又は器具から放出される放射性物質の

漏えいを防止するために設けられる容器をいう。 

三十七 「原子炉格納容器バウンダリ」とは、発電用原子炉施設

のうち、原子炉格納容器において想定される事象が発生した場

合において、圧力障壁及び放射性物質の放出の障壁となる部分

をいう。     

三十八 「最高使用圧力」とは、対象とする機器又は炉心支持構

造物がその主たる機能を果たすべき運転状態において受ける最

高の圧力以上の圧力であって、設計上定めるものをいう。 

三十九 「最高使用温度」とは、対象とする機器、支持構造物又

は炉心支持構造物がその主たる機能を果たすべき運転状態にお

いて生ずる最高の温度以上の温度であって、設計上定めるもの

をいう。 

四十 「安全保護回路」とは、運転時の異常な過渡変化及び設計

基準事故を検知し、これらの事象が発生した場合において原子

炉停止系統及び工学的安全施設を自動的に作動させる設備をい

う。 

四十一 「兼用キャスク」とは、使用済燃料を工場等内に貯蔵す

る乾式キャスク（第十六条第二項第二号及び同条第四項におい

て「キャスク」という。）のうち、使用済燃料の工場等外への運

搬に使用する容器に兼用することができるものとして、核燃料

物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則（昭和
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五十三年総理府令第五十七号）第六条又は第七条及び第十一条

に定める技術上の基準（容器に係るものに限る。）に適合するも

のをいう。 
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第二章 設計基準対象施設 

 

（設計基準対象施設の地盤） 

第三条 設計基準対象施設は、次条第二項の規定により算定する地

震力（設計基準対象施設のうち、地震の発生によって生ずるおそ

れがあるその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影

響の程度が特に大きいもの（以下「耐震重要施設」という。）及

び兼用キャスクにあっては、同条第三項に規定する基準地震動に

よる地震力を含む。）が作用した場合においても当該設計基準対

象施設を十分に支持することができる地盤に設けなければならな

い。ただし、兼用キャスクにあっては、地盤により十分に支持さ

れなくてもその安全機能が損なわれない方法により設けることが

できるときは、この限りでない。 

２ 耐震重要施設及び兼用キャスクは、変形した場合においてもそ

の安全機能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならな

い。 

３ 耐震重要施設及び兼用キャスクは、変位が生ずるおそれがない

地盤に設けなければならない。ただし、兼用キャスクにあっては

、地盤に変位が生じてもその安全機能が損なわれない方法により

設けることができるときは、この限りでない。 

第２章 設計基準対象施設 

 

第３条（設計基準対象施設の地盤） 

別記１のとおりとする。ただし、兼用キャスク及びその周辺施設

（以下「兼用キャスク貯蔵施設」という。）については、別記４のと

おりとする。 
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（地震による損傷の防止） 

第四条 設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができる

ものでなければならない。 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれがある設計

基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への

影響の程度に応じて算定しなければならない。 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震力

（以下「基準地震動による地震力」という。）に対して安全機能

が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

４ 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるおそれがあ

る斜面の崩壊に対して安全機能が損なわれるおそれがないもので

なければならない。 

５ 炉心内の燃料被覆材は、基準地震動による地震力に対して放射

性物質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがないものでなけれ

ばならない。 

６ 兼用キャスクは、次のいずれかの地震力に対して安全機能が損

なわれるおそれがないものでなければならない。 

一 兼用キャスクが地震力により安全機能を損なうかどうかをそ

の設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる

合理的な地震力として原子力規制委員会が別に定めるもの 

二 基準地震動による地震力 

第４条（地震による損傷の防止） 

別記２のとおりとする。ただし、炉心内の燃料被覆材の放射性物質

の閉じ込めの機能については以下のとおりとし、兼用キャスク貯蔵

施設については別記４のとおりとする。 

一 第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、通常運転

時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの荷重

と、弾性設計用地震動による地震力（本規程別記２第４条第

４項第１号に規定する弾性設計用地震動による地震力をい

う。）又は静的地震力（同項第２号に規定する静的地震力をい

い、Ｓクラスに属する機器に対し算定されるものに限る。）の

いずれか大きい方の地震力を組み合わせた荷重条件に対し

て、炉心内の燃料被覆材の応答が全体的におおむね弾性状態

にとどまることをいう。 

二 第５項に規定する「基準地震動による地震力に対して放射性

物質の閉じ込めの機能が損なわれるおそれがない」とは、通

常運転時及び運転時の異常な過渡変化時に生じるそれぞれの

荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件によ

り塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベ

ルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し、放射性物

質の閉じ込めの機能に影響を及ぼさないことをいう。 
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７ 兼用キャスクは、地震の発生によって生ずるおそれがある斜面

の崩壊に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなけれ

ばならない。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

（津波による損傷の防止） 

第五条 設計基準対象施設（兼用キャスク及びその周辺施設を除く

。）は、その供用中に当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼ

すおそれがある津波（以下「基準津波」という。）に対して安全

機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

２ 兼用キャスク及びその周辺施設は、次のいずれかの津波に

対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければな

らない。 

一 兼用キャスクが津波により安全機能を損なうかどうかをそ

の設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用い

る合理的な津波として原子力規制委員会が別に定めるもの 

二 基準津波 

 

第５条（津波による損傷の防止） 

別記３のとおりとする。ただし、兼用キャスク貯蔵施設について

は、別記４のとおりとする。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設（兼用キャスクを除く。）は、想定される自然現

象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場合

においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 重要安全施設は、当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそ

れがあると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用す

る衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したもので

なければならない。 

 

 

 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第１項は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津

波を除く。）に対して、安全施設が安全機能を損なわないために

必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設備を

含む。）への措置を含む。 
２ 第１項に規定する「想定される自然現象」とは、敷地の自然環

境を基に、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、落雷、

地滑り、火山の影響、生物学的事象又は森林火災等から適用さ

れるものをいう。 
３ 第１項に規定する「想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないもの」と

は、設計上の考慮を要する自然現象又はその組み合わせに遭遇

した場合において、自然事象そのものがもたらす環境条件及び

その結果として施設で生じ得る環境条件において、その設備が

有する安全機能が達成されることをいう。 
４ 第２項に規定する「重要安全施設」については、「発電用軽水型

原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（平成２

年８月３０日原子力安全委員会決定）の「Ⅴ．２．（２）自然現

象に対する設計上の考慮」に示されるものとする。 
５ 第２項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定さ

れる自然現象」とは、対象となる自然現象に対応して、最新の

科学的技術的知見を踏まえて適切に予想されるものをいう。な
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 安全施設（兼用キャスクを除く。）は、工場等内又はその周辺

において想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因

となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によるも

のを除く。以下「人為による事象」という。）に対して安全機能

を損なわないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

お、過去の記録、現地調査の結果及び最新知見等を参考にし

て、必要のある場合には、異種の自然現象を重畳させるものと

する。 
６ 第２項に規定する「適切に考慮したもの」とは、大きな影響を

及ぼすおそれがあると想定される自然現象により当該重要安全

施設に作用する衝撃及び設計基準事故が発生した場合に生じる

応力を単純に加算することを必ずしも要求するものではなく、

それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して適切に組み合わ

せた場合をいう。 
７ 第３項は、設計基準において想定される発電用原子炉施設の安

全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為に

よるもの（故意によるものを除く。）に対して、安全施設が安全

機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等

（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 
８ 第３項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原

因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）」とは、敷地及び敷地周辺の状況をもとに選択

されるものであり、飛来物（航空機落下等）、ダムの崩壊、爆

発、近隣工場等の火災、有毒ガス、船舶の衝突又は電磁的障害

等をいう。 
なお、上記の航空機落下については、「実用発電用原子炉施設へ

の航空機落下確率の評価基準について」（平成 14・07・29 原院
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 

 

４ 兼用キャスクは、次に掲げる自然現象が発生した場合にお

いても安全機能を損なわないものでなければならない。 

一 兼用キャスクが竜巻により安全機能を損なうかどうかをそ

の設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用い

る合理的な竜巻として原子力規制委員会が別に定めるもの 

二 想定される森林火災 

５ 前項の規定は、兼用キャスクについて第一項の規定の例に

よることを妨げない。 

６ 兼用キャスクは、次に掲げる人為による事象に対して安全

機能を損なわないものでなければならない。 

一 工場等内又はその周辺において想定される兼用キャスクの

安全性を損なわせる原因となるおそれがある爆発 

二 工場等の周辺において想定される兼用キャスクの安全性を

損なわせる原因となるおそれがある火災 

７ 前項の規定は、兼用キャスクについて第三項の規定の例に

よることを妨げない。 

 

第 4 号（平成１４年７月３０日原子力安全・保安院制定））等に

基づき、防護設計の要否について確認する。 
９ 兼用キャスク貯蔵施設については、別記４のとおりとする。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止） 

第七条 工場等には、発電用原子炉施設への人の不法な侵入、発電

用原子炉施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に

危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込

まれること及び不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に

関する法律（平成十一年法律第百二十八号）第二条第四項に規定

する不正アクセス行為をいう。第二十四条第六号において同じ。

）を防止するための設備を設けなければならない。 

 

第７条（発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止） 

１ 第７条の要求には、工場等内の人による核物質の不法な移動又

は妨害破壊行為、郵便物等による工場等外からの爆破物又は有

害物質の持ち込み及びサイバーテロへの対策が含まれる。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （火災による損傷の防止） 

第八条 設計基準対象施設は、火災により発電用原子炉施設の安全

性が損なわれないよう、火災の発生を防止することができ、かつ

、早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という

。）及び消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安全施設に

属するものに限る。）並びに火災の影響を軽減する機能を有する

ものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 消火設備（安全施設に属するものに限る。）は、破損、誤作動

又は誤操作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停止さ

せるための機能を損なわないものでなければならない。 

 

第８条（火災による損傷の防止） 
１ 第８条については、設計基準において発生する火災により、発

電用原子炉施設の安全性が損なわれないようにするため、設計

基準対象施設に対して必要な機能（火災の発生防止、感知及び

消火並びに火災による影響の軽減）を有することを求めてい

る。 
また、上記の「発電用原子炉施設の安全性が損なわれない」

とは、安全施設が安全機能を損なわないことを求めている。 
したがって、安全施設の安全機能が損なわれるおそれがある

火災に対して、発電用原子炉施設に対して必要な措置が求めら

れる。 
２ 第８条について、別途定める「実用発電用原子炉及びその附属

施設の火災防護に係る審査基準」（原規技発第 1306195 号（平成

２５年６月１９日原子力規制委員会決定））に適合するものであ

ること。 
３ 第２項の規定について、消火設備の破損、誤作動又は誤操作が

起きた場合のほか、火災感知設備の破損、誤作動又は誤操作が

起きたことにより消火設備が作動した場合においても、発電用

原子炉を安全に停止させるための機能を損なわないものである

こと。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （溢
いっ

水による損傷の防止等） 

第九条 安全施設は、発電用原子炉施設内における溢
いっ

水が発生した

場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 設計基準対象施設は、発電用原子炉施設内の放射性物質を含む

液体を内包する容器、配管その他の設備から放射性物質を含む液

体があふれ出た場合において、当該液体が管理区域外へ漏えいし

ないものでなければならない。 

 

 

第９条（溢
いっ

水による損傷の防止等） 
１ 第１項は、設計基準において想定する溢

いっ

水に対して、安全施設

が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は

設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 
２ 第１項に規定する「発電用原子炉施設内における溢

いっ

水」とは、

発電用原子炉施設内に設置された機器及び配管の破損（地震起

因を含む。）、消火系統等の作動、使用済燃料貯蔵槽等のスロッ

シングその他の事象により発生する溢
いっ

水をいう。 
３ 第１項に規定する「安全機能を損なわないもの」とは、発電用

原子炉施設内部で発生が想定される溢
いっ

水に対し、原子炉を高温

停止でき、引き続き低温停止、及び放射性物質の閉じ込め機能

を維持できること、また、停止状態にある場合は、引き続きそ

の状態を維持できることをいう。さらに、使用済燃料貯蔵槽に

おいては、プール冷却機能及びプールへの給水機能を維持でき

ることをいう。 

４ 第２項に規定する「容器、配管その他の設備」には、次に掲げ

る設備を含む。 

・ ポンプ、弁 

・ 使用済燃料貯蔵プール（ＢＷＲ）、使用済燃料貯蔵ピット

（ＰＷＲ） 

・ サイトバンカ貯蔵プール 

・ 原子炉ウェル、機器貯蔵プール（ＢＷＲ） 
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・ 原子炉キャビティ（キャナルを含む。）（ＰＷＲ） 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （誤操作の防止） 

第十条 設計基準対象施設は、誤操作を防止するための措置を講じ

たものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 安全施設は、容易に操作することができるものでなければなら

ない。 

 

第１０条（誤操作の防止） 

１ 第１項に規定する「誤操作を防止するための措置を講じたも

の」とは、人間工学上の諸因子を考慮して、盤の配置及び操作

器具並びに弁等の操作性に留意すること、計器表示及び警報表

示において発電用原子炉施設の状態が正確かつ迅速に把握でき

るよう留意すること並びに保守点検において誤りを生じにくい

よう留意すること等の措置を講じた設計であることをいう。ま

た、運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発生後、ある

時間までは、運転員の操作を期待しなくても必要な安全機能が

確保される設計であることをいう。 

２ 第２項に規定する「容易に操作することができる」とは、当該

操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性をもって同

時にもたらされる環境条件（余震等を含む。）及び施設で有意な

可能性をもって同時にもたらされる環境条件を想定しても、運

転員が容易に設備を運転できる設計であることをいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （安全避難通路等） 

第十一条 発電用原子炉施設には、次に掲げる設備を設けなければ

ならない。 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易に識別

できる安全避難通路 

二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわない避

難用の照明 

 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避難用の

照明を除く。）及びその専用の電源 

 

第１１条（安全避難通路等） 

１ 第１１条は、設計基準において想定される事象に対して発電用

原子炉施設の安全性が損なわれない（安全施設が安全機能を損

なわない。）ために必要な安全施設以外の施設又は設備等への措

置を含む。 
２ 第２号に規定する「避難用の照明」の電力は、非常用電源から

供給されること、又は電源を内蔵した照明装置を装備するこ

と。 
３ 第３号に規定する「設計基準事故が発生した場合に用いる照

明」とは、昼夜及び場所を問わず、発電用原子炉施設内で事故

対策のための作業が生じた場合に、作業が可能となる照明のこ

とをいう。なお、現場作業の緊急性との関連において、仮設照

明の準備に時間的猶予がある場合には、仮設照明（可搬型）に

よる対応を考慮してもよい。 
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 （安全施設） 

第十二条 安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全機能

が確保されたものでなければならない。 

 

 

 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安

全機能を有するものは、当該系統を構成する機械又は器具の単一

故障（単一の原因によって一つの機械又は器具が所定の安全機能

を失うこと（従属要因による多重故障を含む。）をいう。以下同

じ。）が発生した場合であって、外部電源が利用できない場合に

おいても機能できるよう、当該系統を構成する機械又は器具の機

能、構造及び動作原理を考慮して、多重性又は多様性を確保し、

及び独立性を確保するものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２条（安全施設） 
１ 第１項に規定する「安全機能の重要度に応じて、安全機能が確

保されたもの」については、「発電用軽水型原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する審査指針」による。ここで、当該指針

における「安全機能を有する構築物、系統及び機器」は本規定

の「安全施設」に読み替える。 
２ 第２項の「単一故障」は、従属要因に基づく多重故障を含まれ

る。  
３ 第２項に規定する「安全機能を有する系統のうち、安全機能の

重要度が特に高い安全機能を有するもの」は、上記の指針を踏

まえ、以下に示す機能を有するものとする。 
一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機

能 

原子炉の緊急停止機能 

未臨界維持機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

原子炉停止後における除熱のための 

（ＰＷ

Ｒ） 

残留熱除去機能 

二次系からの除熱機能 

二次系への補給水機能 

（ＢＷ

Ｒ） 

崩壊熱除去機能 

原子炉が隔離された場合の注水機能 
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原子炉が隔離された場合の圧力逃がし機能 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

（ＰＷ

Ｒ） 

原子炉内高圧時における注水機能 

原子炉内低圧時における注水機能 

（ＢＷ

Ｒ） 

原子炉内高圧時における注水機能※ 

原子炉内低圧時における注水機能 

原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能 

格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の雰囲

気中の放射性物質の濃度低減機能 

格納容器の冷却機能 

格納容器内の可燃性ガス制御機能 

非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

非常用の交流電源機能 

非常用の直流電源機能 

非常用の計測制御用直流電源機能 

補機冷却機能 

冷却用海水供給機能 

原子炉制御室非常用換気空調機能 

圧縮空気供給機能 

※これを原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能及び原
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子炉内低圧時における注水機能により代替できる場合には、そ

れらの機能と原子炉内高圧時における注水機能により多様性を

満足している。 
二 その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統につい

て多重性又は多様性を要求する安全機能 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるものを

除く）の発生機能 

工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作動信号

の発生機能 

事故時の原子炉の停止状態の把握機能 

事故時の炉心冷却状態の把握機能 

事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

４ 第２項に規定する「単一故障」は、動的機器の単一故障及び静

的機器の単一故障に分けられる。重要度の特に高い安全機能を

有する系統は、短期間では動的機器の単一故障を仮定しても、

長期間では動的機器の単一故障又は想定される静的機器の単一

故障のいずれかを仮定しても、所定の安全機能を達成できるよ

うに設計されていることが必要である。 
５ 第２項について、短期間と長期間の境界は 24 時間を基本とし、
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３ 安全施設は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間

に想定される全ての環境条件において、その機能を発揮すること

ができるものでなければならない。 

 

４ 安全施設は、その健全性及び能力を確認するため、その安全機

能の重要度に応じ、発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は

検査ができるものでなければならない。 

 

運転モードの切替えを行う場合はその時点を短期間と長期間の

境界とする。例えば運転モードの切替えとして、加圧水型軽水

炉の非常用炉心冷却系及び格納容器熱除去系の注入モードから

再循環モードへの切替えがある。 
また、動的機器の単一故障又は想定される静的機器の単一故障

のいずれかを仮定すべき長期間の安全機能の評価に当たって

は、想定される最も過酷な条件下においても、その単一故障が

安全上支障のない期間に除去又は修復できることが確実であれ

ば、その単一故障を仮定しなくてよい。 
さらに、単一故障の発生の可能性が極めて小さいことが合理的

に説明できる場合、あるいは、単一故障を仮定することで系統

の機能が失われる場合であっても、他の系統を用いて、その機

能を代替できることが安全解析等により確認できれば、当該機

器に対する多重性の要求は適用しない。 
６ 第３項に規定する「想定される全ての環境条件」とは、通常運

転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時におい

て、その機能が期待されている構築物、系統及び機器が、その

間にさらされると考えられる全ての環境条件をいう。 
７ 第４項に規定する「発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又

は検査ができる」とは、実系統を用いた試験又は検査が不適当

な場合には、試験用のバイパス系を用いること等を許容するこ

とを意味する。 
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８ 第４項に規定する「試験又は検査」については、次の各号によ

ること。 

一 発電用原子炉の運転中に待機状態にある安全施設は、運転

中に定期的に試験又は検査（実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規則（平成２５年原子力規制委

員会規則第６号。以下「技術基準規則」という。）に規定

される試験又は検査を含む。）ができること。ただし、運

転中の試験又は検査によって発電用原子炉の運転に大きな

影響を及ぼす場合は、この限りでない。また、多重性又は

多様性を備えた系統及び機器にあっては、各々が独立して

試験又は検査ができること。 

二 運転中における安全保護系の各チャンネルの機能確認試験

にあっては、その実施中においても、その機能自体が維持

されていると同時に、原子炉停止系及び非常用炉心冷却系

等の不必要な動作が発生しないこと。 

三 発電用原子炉の停止中に定期的に行う試験又は検査は、法

及び技術基準規則に規定される試験又は検査を含む。 

９ 第４項について、下表の左欄に掲げる施設に対しては右欄に示

す要求事項を満たさなければならない。 
構築物、系統及び機器 要求事項 

反応度制御系及び原子炉停止

系 

試験のできる設計であること 
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原子炉冷却材圧力バウンダリ 原子炉の供用期間中に試験及び検

査ができる設計であること 

残留熱を除去する系統 試験のできる設計であること 

非常用炉心冷却系 定期的に試験及び検査できるとと

もに、その健全性及び多重性の維

持を確認するため、独立に各系の

試験及び検査ができる設計である

こと 

最終的な熱の逃がし場へ熱を

輸送する系統 

試験のできる設計であること 

原子炉格納容器 定期的に、所定の圧力により原子

炉格納容器全体の漏えい率測定が

できる設計であること 

電線、配管等の貫通部及び出入口

の重要な部分の漏えい試験ができ

ること 

隔離弁 隔離弁は、定期的な動作試験が可

能であり、かつ、重要な弁につい

ては、漏えい試験ができること 

原子炉格納容器熱除去系 試験のできる設計であること 

原子炉格納施設雰囲気を制御

する系統 

試験のできる設計であること 
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５ 安全施設は、蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損

壊に伴う飛散物により、安全性を損なわないものでなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

６ 重要安全施設は、二以上の発電用原子炉施設において共用し、

安全保護系 原則として原子炉の運転中に、定

期的に試験ができるとともに、そ

の健全性及び多重性の維持を確認

するため、各チャンネルが独立に

試験できる設計であること 

電気系統 重要度の高い安全機能に関連する

電気系統は、系統の重要な部分の

適切な定期的試験及び検査が可能

な設計であること 

燃料の貯蔵設備及び取扱設備 安全機能を有する構築物、系統及

び機器は、適切な定期的試験及び

検査ができること 

１０ 第５項に規定する「蒸気タービン、ポンプその他の機器又は

配管の損壊に伴う飛散物」とは、内部発生エネルギーの高い流

体を内蔵する弁及び配管の破断、高速回転機器の破損、ガス爆

発又は重量機器の落下等によって発生する飛散物をいう。な

お、二次的飛散物、火災、化学反応、電気的損傷、配管の破損

又は機器の故障等の二次的影響も考慮するものとする。 
  また、上記の「発生する飛散物」の評価については、「タービン

ミサイル評価について」（昭和５２年７月２０日原子力委員会原

子炉安全専門審査会）等によること。 
１１ 第６項に規定する「重要安全施設」については、「発電用軽水
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又は相互に接続するものであってはならない。ただし、二以上の

発電用原子炉施設と共用し、又は相互に接続することによって当

該二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合は、この限

りでない。 

７ 安全施設（重要安全施設を除く。）は、二以上の発電用原子炉

施設と共用し、又は相互に接続する場合には、発電用原子炉施設

の安全性を損なわないものでなければならない。 

 

 

型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」にお

いてクラスＭＳ－１に分類される下記の機能を有する構築物等

を対象とする 。 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・原子炉停止後の除熱機能 

・炉心冷却機能 

・放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の遮蔽及び放出低減

機能（ただし、可搬型再結合装置及び沸騰水型発電用原子炉

施設の排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機能を持つ構

造物）を除く。） 

・工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能 

・安全上特に重要な関連機能 

（ただし、原子炉制御室遮蔽、取水口及び排水口を除く。） 

１２ 第６項に規定する「安全性が向上する場合」とは、例えば、

ツインプラントにおいて運転員の融通ができるように居住性を

考慮して原子炉制御室を共用した設計のように、共用対象の施

設ごとに要求される技術的要件を満たしつつ、共用することに

より安全性が向上するとの評価及び設計がなされた場合をい

う。 

１３ 第６項に規定する「共用」とは、２基以上の発電用原子炉施
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設間で、同一の構築物、系統又は機器を使用することをいう。 

１４ 第６項に規定する「相互に接続」とは、２基以上の発電用原

子炉施設間で、系統又は機器を結合することをいう。 
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 （運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止） 

第十三条 設計基準対象施設は、次に掲げる要件を満たすものでな

ければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化時において次に掲げる要件を満たす

ものであること。 

イ 最小限界熱流束比（燃料被覆材から冷却材への熱伝達が低

下し、燃料被覆材の温度が急上昇し始める時の熱流束（単位

時間及び単位面積当たりの熱量をいう。以下同じ。）と運転

時の熱流束との比の最小値をいう。）又は最小限界出力比（

燃料体に沸騰遷移が発生した時の燃料体の出力と運転時の燃

料体の出力との比の最小値をいう。）が許容限界値以上であ

ること。 

ロ 燃料被覆材が破損しないものであること。 

ハ 燃料材のエンタルピーが燃料要素の許容損傷限界を超えな

いこと。 

ニ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力

の一・一倍以下となること。 

二 設計基準事故時において次に掲げる要件を満たすものである

こと。 

イ 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、か

つ、炉心を十分に冷却できるものであること。 

ロ 燃料材のエンタルピーが炉心及び原子炉冷却材圧力バウン

第１３条（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防

止） 
 
１ 第１号に規定する「設計基準対象施設は、次に掲げる要件を満

たすものでなければならない」については、運転時の異常な過

渡変化及び設計基準事故に対する解析及び評価を「発電用軽水

型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」（平成２年８月３０

日原子力安全委員会決定）及び「発電用原子炉施設の安全解析

に関する気象指針」（昭和５７年１月２８日原子力安全委員会決

定）等に基づいて実施すること。 
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ダリの健全性を維持するための制限値を超えないこと。 

ハ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力

の一・二倍以下となること。 

ニ 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び原子炉格納容

器バウンダリにおける温度が最高使用圧力及び最高使用温度

以下となること。 

ホ 設計基準対象施設が工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼ

さないものであること。 
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（全交流動力電源喪失対策設備） 

第十四条 発電用原子炉施設には、全交流動力電源喪失時から重大

事故等に対処するために必要な電力の供給が交流動力電源設備か

ら開始されるまでの間、発電用原子炉を安全に停止し、かつ、発

電用原子炉の停止後に炉心を冷却するための設備が動作するとと

もに、原子炉格納容器の健全性を確保するための設備が動作する

ことができるよう、これらの設備の動作に必要な容量を有する蓄

電池その他の設計基準事故に対処するための電源設備（安全施設

に属するものに限る。）を設けなければならない。 

 

第１４条（全交流動力電源喪失対策設備） 
１ 第１４条について、全交流動力電源喪失（外部電源喪失及び非

常用所内交流動力電源喪失の重畳）に備えて、非常用所内直流

電源設備は、原子炉の安全停止、停止後の冷却及び原子炉格納

容器の健全性の確保のために必要とする電気容量を一定時間

（重大事故等に対処するための電源設備から電力が供給される

までの間）確保できること。 
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  （炉心等） 

第十五条 設計基準対象施設は、原子炉固有の出力抑制特性を有す

るとともに、発電用原子炉の反応度を制御することにより核分裂

の連鎖反応を制御できる能力を有するものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 炉心は、通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時に発電用原

子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉冷却系統、原子

炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及び安全保護回路の

機能と併せて機能することにより燃料要素の許容損傷限界を超え

ないものでなければならない。 

 

 

 

３ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、通常運転

第１５条（炉心等） 
１ 第１項に規定する「原子炉固有の出力抑制特性を有する」と

は、予想される全ての運転範囲において、原子炉出力の過渡的

変化に対し、燃料の損傷を防止又は緩和するため、ドップラ係

数、減速材温度係数、減速材ボイド係数及び圧力係数等を総合

した反応度フィードバックが、急速な固有の出力抑制効果を持

つことを意味する。 
２ 第１項に規定する「反応度を制御することにより核分裂の連鎖

反応を制御できる能力を有する」とは、出力振動が発生した場

合にあってもそれを容易に制御できることを含む。ここで、「容

易に制御できる」とは、燃料の許容損傷限界を超える状態に至

らないよう十分な減衰特性を持ち、又は出力振動を制御し得る

ことを意味する。 
３ 第２項について、燃料の許容損傷限界の設定は、燃料ペレット

の最高温度、燃料被覆管の最高温度、最大熱流束、最小限界熱

流束比、最小限界出力比、燃料ペレットの最大エンタルピー、

燃料被覆管の最大変形量及び最大線出力密度（BWR）等が判断

の基礎となる。 
  なお、具体的な評価は「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入

事象に関する評価指針」（昭和５９年１月１９日原子力安全委員

会決定）等による。 
４ 第３項に規定する「燃料体」については、燃料棒以外の燃料集
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時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、発

電用原子炉を安全に停止し、かつ、停止後に炉心の冷却機能を維

持できるものでなければならない。 

４ 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに一次

冷却系統に係る容器、管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は二次

冷却材の循環、沸騰その他の一次冷却材又は二次冷却材の挙動に

より生ずる流体振動又は温度差のある流体の混合その他の一次冷

却材又は二次冷却材の挙動により生ずる温度変動により損傷を受

けないものでなければならない。 

５ 燃料体は、通常運転時における圧力、温度及び放射線に起因す

る最も厳しい条件において、必要な物理的及び化学的性質を保持

するものでなければならない。 

 

６ 燃料体は、次に掲げるものでなければならない。 

一 通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における発電用原

子炉内の圧力、自重、附加荷重その他の燃料体に加わる負荷

に耐えるものとすること。 

二 輸送中又は取扱中において、著しい変形を生じないものとす

ること。 

 

合体の構成要素を意味する。また、「減速材及び反射材並びに炉

心支持構造物」とは、原子炉圧力容器内で炉心付近に位置する

燃料集合体以外の構成要素を意味する。 
５ 第３項の要求は、所要の運転期間において、通常運転時、運転

時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に、燃料集合体の制

御棒挿入性及び冷却可能な形状が確保される設計であることが

求められる。 
 
 

６ 第５項に規定する「通常運転時における圧力、温度及び放射線

に起因する最も厳しい条件」とは、燃料棒の内外圧差、燃料棒

及び他の材料の照射、負荷の変化により起こる圧力及び温度の

変化、化学的効果、静的及び動的荷重、燃料ペレットの変形並

びに燃料棒内封入ガスの組成の変化等をいう。 
７ 第６項第１号の要求は、所要の運転期間において、通常運転時

及び運転時の異常な過渡変化時に、燃料被覆材の放射性物質の

閉じ込めの機能が確保される設計であることが求められる。 

８ 具体的な評価は「発電用軽水型原子炉の燃料設計手法につい

て」（昭和６３年５月１２日原子力安全委員会了承）等による。 
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 （燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設） 

第十六条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、通常

運転時に使用する燃料体又は使用済燃料（以下この条において「

燃料体等」という。）の取扱施設（安全施設に係るものに限る。

）を設けなければならない。 

一 燃料体等を取り扱う能力を有するものとすること。 

二 燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。 

三 崩壊熱により燃料体等が溶融しないものとすること。 

四 使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するも

のとすること。 

五 燃料体等の取扱中における燃料体等の落下を防止できるもの

とすること。 

２ 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、燃料体等の

貯蔵施設（安全施設に属するものに限る。以下この項において同

じ。）を設けなければならない。 

一 燃料体等の貯蔵施設は、次に掲げるものであること。 

イ 燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物質の

放出により公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合に

おいて、放射性物質の放出による公衆への影響を低減する

ため、燃料貯蔵設備を格納するもの及び放射性物質の放出

を低減するものとすること。 

 

第１６条（燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設） 

 

 

 

 

１ 第１項第１号に規定する「燃料体等を取り扱う能力」とは、新

燃料の搬入から使用済燃料の搬出までの取り扱いにおいて、関

連する機器間を連携し、当該燃料を搬入、搬出又は保管できる

能力があること。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第２項第１号イに規定する「燃料体等の落下により燃料体等が

破損して放射性物質の放出により公衆に放射線障害を及ぼすお

それがある場合」とは、燃料貯蔵槽等への燃料落下による敷地

境界外の実効線量が｢発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関す

る審査指針｣にある「４．２事故（５）周辺の公衆に対し、著し

い放射線被ばくのリスクを与えないこと｣を満たさないことをい
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ロ 燃料体等を必要に応じて貯蔵することができる容量を有

するものとすること。 

ハ 燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。 

 

 

 

二 使用済燃料の貯蔵施設（キャスクを除く。）にあっては、前

号に掲げるもののほか、次に掲げるものであること。 

イ 使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有す

るものとすること。 

ロ 貯蔵された使用済燃料が崩壊熱により溶融しないもので

あって、最終ヒートシンクへ熱を輸送できる設備及びその

浄化系を有するものとすること。 

ハ 使用済燃料貯蔵槽（安全施設に属するものに限る。以下

う。「放射性物質の放出を低減するもの」とは、空気系の浄化装

置をいい、第３２条第７項に規定された施設を兼ねることがで

きる。 
３ 第２項第１号イについて、使用済燃料の貯蔵設備として乾式キ

ャスクを用いる場合において、その蓋部を開放することなく、

かつ、内包する放射性物質の閉じ込めが乾式キャスクのみで担

保できる場合にあっては、放射性物質の放出を低減するものを

設けなくてもよい。 
４ 第２項第１号ロに規定する「燃料体等を必要に応じて貯蔵する

ことができる容量を有する」とは、発電用原子炉に全て燃料が

装荷されている状態で、使用済燃料及び貯蔵されている取替燃

料に加えて、１炉心分以上貯蔵することができる容量を確保す

ること。この場合において、｢容量｣には、第４項に規定するキ

ャスク貯蔵分を含むことができる。 
５ 第２項第２号に規定する「キャスク」とは、使用済燃料の収納

後にその内部を乾燥させ、使用済燃料を不活性ガスとともに封

入（装荷）し貯蔵する容器をいい、キャスク本体、蓋部（二

重）及びバスケット等で構成される。 
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この項及び次項において同じ。）から放射性物質を含む水

があふれ、又は漏れないものであって、使用済燃料貯蔵槽

から水が漏えいした場合において水の漏えいを検知するこ

とができるものとすること。 

ニ 燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び重

量物の落下時においてもその機能が損なわれないものとす

ること。 

３ 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、使用済燃料

貯蔵槽の水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射線量を測定でき

る設備を設けなければならない。 

一 使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温並びに燃料取扱場所の放射

線量の異常を検知し、それを原子炉制御室に伝え、又は異常

が生じた水位及び水温を自動的に制御し、並びに放射線量を

自動的に抑制することができるものとすること。 

 

二 外部電源が利用できない場合においても温度、水位その他の

発電用原子炉施設の状態を示す事項（以下「パラメータ」と

いう。）を監視することができるものとすること。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 第３項第１号に規定する「使用済燃料貯蔵槽の水位及び水温並

びに燃料取扱場所の放射線量の異常を検知し、それを原子炉制

御室に伝え」とは、異常時において燃料取扱場所への立入りが

制限される場合においても、原子炉制御室でモニタリングが可

能であることをいう。 
７ 第３項第２号に規定する「外部電源が利用できない場合におい

ても温度、水位その他の発電用原子炉施設の状態を示す事項

（以下「パラメータ」という。）を監視することができるも

の」については、外部電源の喪失時においても使用済燃料貯蔵

槽の状態の監視が可能であることを求めているが、当該状態の

監視方法には、直接的な測定方法に加え間接的な測定方法を含

めてもよい。 



 

41 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

４ キャスクを設ける場合には、そのキャスクは、第二項第一号に

定めるもののほか、次に掲げるものでなければならない。 

一 使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するも

のとすること。 

二 使用済燃料の崩壊熱を適切に除去することができるものとす

ること。 

三 使用済燃料が内包する放射性物質を適切に閉じ込めることが

でき、かつ、その機能を適切に監視することができるものと

すること。 

８ 第４項において、兼用キャスク以外のキャスクの設計の妥当性

については、「原子力発電所内の使用済燃料の乾式キャスク貯蔵

について」（平成４年８月２７日原子力安全委員会了承）に基づ

き確認する。なお、工場等周辺における線量の評価について

は、第２９条の規定による。 
９ 第２項第１号ハ及び第４項において、兼用キャスクの設計につ

いては、別記４のとおりとする。 
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 （原子炉冷却材圧力バウンダリ） 

第十七条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子

炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器（安全施設に属するもの

に限る。以下この条において同じ。）を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７条（原子炉冷却材圧力バウンダリ） 
１ 原子炉冷却材圧力バウンダリは、次の範囲の機器及び配管をい

う。 

一 原子炉圧力容器及びその付属物（本体に直接付けられるも

の及び制御棒駆動機構ハウジング等） 

二 原子炉冷却材系を構成する機器及び配管（ただし、加圧水

型軽水炉においては一次冷却材ポンプ、蒸気発生器の水

室・管板・管、加圧器、一次冷却系配管及び弁等をいい、

また、沸騰水型軽水炉においては、主蒸気管及び給水管の

うち原子炉側からみて第２隔離弁を含むまでの範囲とす

る。） 

三 接続配管 

イ  通常時開及び事故時閉となる弁を有するものは、原子

炉側からみて、第２隔離弁を含むまでの範囲とする。 

ロ  通常時又は事故時に開となるおそれがある通常時閉及

び事故時閉となる弁を有するものは、原子炉側からみ

て、第２隔離弁を含むまでの範囲とする。 

ハ  通常時閉及び事故時閉となる弁を有するもののうち、

ロ）以外のものは、原子炉側からみて、第１隔離弁を

含むまでの範囲とする。 

ニ 通常時閉及び原子炉冷却材喪失時開となる弁を有する

非常用炉心冷却系等もイ）に準ずる。 
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一 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時

に生ずる衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加その他

の原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器に加わる負荷

に耐えるものとすること。 

 

 

 

 

 

二 原子炉冷却材の流出を制限するため隔離装置を有するものと

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 上記において「隔離弁」とは、自動隔離弁、逆止弁、

通常時ロックされた閉止弁及び遠隔操作閉止弁をい

う。 
２ 第１号に規定する「衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増

加その他の原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器に加わ

る負荷に耐えるもの」とは、原子炉停止系、原子炉冷却系、計

測制御系、安全保護系又は安全弁等の機能によって、原子炉冷

却材圧力バウンダリの急冷・急熱及び異常な圧力上昇を抑制

し、原子炉冷却材圧力バウンダリ自体は、その遭遇する温度変

化及び圧力に対して十分耐え、異常な原子炉冷却材の漏えい又

は破損の発生する可能性が極めて小さくなるよう考慮された設

計をいう。 
３ 第２号に規定する「原子炉冷却材の流出を制限するため隔離装

置を有するもの」とは、原子炉冷却材系に接続され、その一部

が原子炉冷却材圧力バウンダリを形成する配管系に関しては、

原子炉冷却材圧力バウンダリとならない部分からの異常な漏え

いが生じた場合において、原子炉冷却材の喪失を停止させるた

め、配管系の通常運転時の状態及び使用目的を考慮し、適切な

隔離弁を設けた設計をいう。また、ここでいう「原子炉冷却材

の流出を制限する」とは、必ず流出を防止することを求めるも

のではなく、原子炉の安全上重要な計測又はサンプリング等を

行う配管であって、その配管を通じての漏えいが十分許容され
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三 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時

に瞬間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有するも

のとすること。 

四 原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の漏えいを

検出する装置を有するものとすること。 

 

る程度に少ないもの、過圧防護の機能を持つ安全弁を設置する

ためのものについては、隔離弁を設けなくてもよいことをい

う。 
４ 第３号に規定する「瞬間的破壊が生じないよう、十分な破壊じ

ん性を有するもの」とは、脆性的挙動を示さず、かつ急速な伝

播型破断を生じさせないことを意味する。（第３２条第２項にお

いて同じ。） 
５ 具体的な評価は「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象に

関する評価指針」（昭和５９年１月１９日原子力安全委員会決

定）等による。 
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 （蒸気タービン） 

第十八条 蒸気タービン（安全施設に属するものに限る。以下この

条において同じ。）は、当該蒸気タービンが損壊し、又は故障し

た場合においても、発電用原子炉施設の安全性を損なわないもの

でなければならない。 

２ 蒸気タービンには、当該蒸気タービンが損壊し、又は故障した

場合においても発電用原子炉施設の安全性を損なわないよう、そ

の運転状態を監視できる設備を設けなければならない。 

 

第１８条（蒸気タービン） 
１ 第１項及び第２項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損

なわない」とは、想定される環境条件において材料に及ぼす化

学的及び物理的影響に対し、耐性を有する材料が用いられ、か

つ、蒸気タービンの振動対策及び過速度対策を含み、十分な構

造強度を有するとともに、その破損時においても発電用原子炉

施設の安全性に影響を与えないことをいう。 
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 （非常用炉心冷却設備） 

第十九条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、非常

用炉心冷却設備（安全施設に属するものに限る。）を設けなけれ

ばならない。 

一 一次冷却材を喪失した場合においても、燃料被覆材の温度が

燃料材の溶融又は燃料体の著しい損傷を生ずる温度を超えて

上昇することを防止できるものとすること。 

二 一次冷却材を喪失した場合においても、燃料被覆材と冷却材

との反応により著しく多量の水素を生じないものとすること

。 

 

第１９条（非常用炉心冷却設備） 
１ 具体的な評価は「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価

指針」（昭和５６年７月２０日原子力安全委員会決定）等によ

る。 
２ 第１号及び第２号に規定する「一次冷却材を喪失した場合」と

は、「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針」で定義

される｢想定冷却材喪失事故｣を意味する。 
３ 第１号及び第２号に規定する「一次冷却材を喪失した場合」に

は、例えば逃がし弁の開固着のように、物理的破断は発生しな

いものの原子炉冷却材喪失を生じさせる事象を含むことを意味

する。 
４ 第１号に規定する「一次冷却材を喪失した場合においても、燃

料被覆材の温度が燃料材の溶融又は燃料体の著しい損傷を生ず

る温度を超えて上昇することを防止できるもの」の判断につい

ては、「軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価指針」によ

る。 
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 （一次冷却材の減少分を補給する設備） 

第二十条 発電用原子炉施設には、通常運転時又は一次冷却材の小

規模漏えい時に発生した一次冷却材の減少分を補給する設備（安

全施設に属するものに限る。）を設けなければならない。 

 

第２０条（一次冷却材の減少分を補給する設備） 
１ 第２０条に規定する「一次冷却材の小規模漏えい」とは、原子

炉冷却材圧力バウンダリを構成する弁及びポンプ等のシール部

並びに原子炉冷却材圧力バウンダリの小亀裂等からの原子炉冷

却材の漏えいをいう。 
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 （残留熱を除去することができる設備） 

第二十一条 発電用原子炉施設には、発電用原子炉を停止した場合

において、燃料要素の許容損傷限界及び原子炉冷却材圧力バウン

ダリの健全性を維持するために必要なパラメータが設計値を超え

ないようにするため、原子炉圧力容器内において発生した残留熱

を除去することができる設備（安全施設に属するものに限る。）

を設けなければならない。 

 

第２１条（残留熱を除去することができる設備） 
１ 第２１条に規定する「燃料要素の許容損傷限界及び原子炉冷却

材圧力バウンダリの健全性を維持するために必要なパラメータ

が設計値を超えないようにするため」とは、燃料の許容損傷限

界及び原子炉冷却材圧力バウンダリの設計条件を超えないこと

をいう。 
２ 第２１条に規定する「原子炉圧力容器内において発生した残留

熱」には、燃料の核分裂生成物の崩壊熱及び機器等から発生す

る熱に加えて通常運転中に炉心、原子炉冷却材系等の構成材並

びに原子炉冷却材及び二次冷却材（加圧水型軽水炉の場合）に

蓄積された熱を含む。 
 

 

 



 

49 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （最終ヒートシンクへ熱を輸送することができる設備） 

第二十二条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、最

終ヒートシンクへ熱を輸送することができる設備（安全施設に属

するものに限る。）を設けなければならない。 

一 原子炉圧力容器内において発生した残留熱及び重要安全施設

において発生した熱を除去することができるものとすること

。 

二 津波、溢
いっ

水又は工場等内若しくはその周辺における発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるものに対して安全性を損なわないものと

すること。 

 

第２２条（最終ヒートシンクへ熱を輸送することができる設備） 
１ 第２２条に規定する「最終ヒートシンク」とは、最終的な熱の

逃がし場を意味しており、海、河、池、湖又は大気をいう。 
２ 第２２条に規定する「最終ヒートシンクへ熱を輸送することが

できる設備」とは、非常用炉心冷却系又は残留熱を除去する系

統等から最終的な熱の逃がし場へ熱を輸送する系統（原子炉補

機冷却設備及び原子炉補機冷却海水設備等）をいう。 
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 （計測制御系統施設） 

第二十三条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、計

測制御系統施設を設けなければならない。 

一 炉心、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウ

ンダリ並びにこれらに関連する系統の健全性を確保するため

に監視することが必要なパラメータは、通常運転時及び運転

時の異常な過渡変化時においても想定される範囲内に制御で

きるものとすること。 

二 前号のパラメータは、通常運転時及び運転時の異常な過渡変

化時においても想定される範囲内で監視できるものとするこ

と。 

三 設計基準事故が発生した場合の状況を把握し、及び対策を講

ずるために必要なパラメータは、設計基準事故時に想定され

る環境下において、十分な測定範囲及び期間にわたり監視で

きるものとすること。 

四 前号のパラメータのうち、発電用原子炉の停止及び炉心の冷

却に係るものについては、設計基準事故時においても二種類

以上監視し、又は推定することができるものとすること。 

五 発電用原子炉の停止及び炉心の冷却並びに放射性物質の閉じ

込めの機能の状況を監視するために必要なパラメータは、設

計基準事故時においても確実に記録され、及び当該記録が保

存されるものとすること。 

第２３条（計測制御系統施設） 
 
 
１ 第１号に規定する「健全性を確保するために監視することが必

要なパラメータ」とは、炉心の中性子束、中性子束分布、原子

炉水位、原子炉冷却材系の圧力、温度及び流量、原子炉冷却材

の水質並びに原子炉格納容器内の圧力、温度及び雰囲気ガス濃

度等をいう。 
 
 
 
２ 第３号に規定する「設計基準事故が発生した場合の状況を把握

し、及び対策を講ずるために必要なパラメータ」とは、原子炉

格納容器内雰囲気の圧力、温度、水素ガス濃度及び放射性物質

濃度等をいう。 
 
 
 
３ 第５号に規定する「必要なパラメータ」とは、安全確保上最も

重要な原子炉停止、炉心冷却及び放射能閉じ込めの三つの機能

の状況を監視するのに必要な炉心の中性子束、原子炉水位及び

原子炉冷却材系の圧力・温度等をいう。 
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 ４ 第５号に規定する「記録され、及び当該記録が保存されるも

の」とは、事象の経過後において、上記３の「必要なパラメー

タ」が参照可能であることをいう。 

５ 設計基準事故時における計測制御系統施設については、「発電用

軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指

針」（昭和５６年７月２３日原子力安全委員会決定）に定めると

ころによる。 
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 （安全保護回路） 

第二十四条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、安

全保護回路（安全施設に属するものに限る。以下この条において

同じ。）を設けなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化が発生する場合において、その異常

な状態を検知し、及び原子炉停止系統その他系統と併せて機

能することにより、燃料要素の許容損傷限界を超えないよう

にできるものとすること。 

二 設計基準事故が発生する場合において、その異常な状態を検

知し、原子炉停止系統及び工学的安全施設を自動的に作動さ

せるものとすること。 

三 安全保護回路を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは

、単一故障が起きた場合又は使用状態からの単一の取り外し

を行った場合において、安全保護機能を失わないよう、多重

性を確保するものとすること。 

 

四 安全保護回路を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離

し、それぞれのチャンネル間において安全保護機能を失わな

いように独立性を確保するものとすること。 

五 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が発生した場

合においても、発電用原子炉施設をより安全な状態に移行す

るか、又は当該状態を維持することにより、発電用原子炉施

第２４条（安全保護回路） 
 
 
 
１ 第１号について、安全保護回路の運転時の異常な過渡変化時の

機能の具体例としては、原子炉の過出力状態や出力の急激な上

昇を防止するために、異常な状態を検知し、原子炉停止系統を

含む適切な系統を作動させ、緊急停止の動作を開始させること

等をいう。 
 
 
２ 第３号に規定する「チャンネル」とは、安全保護動作に必要な

単一の信号を発生させるために必要な構成要素（抵抗器、コン

デンサ、トランジスタ、スイッチ及び導線等）及びモジュール

（内部連絡された構成要素の集合体）の配列であって、検出器

から論理回路入口までをいう。 
３ 第４号に規定する「それぞれ互いに分離し」とは、独立性を有

するようなチャンネル間の物理的分離及び電気的分離等をい

う。 
４ 第５号に規定する「駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な

状況」とは、電力若しくは計装用空気の喪失又は何らかの原因

により安全保護回路の論理回路が遮断される等の状況をいう。
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設の安全上支障がない状態を維持できるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

六 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき

動作をさせず、又は使用目的に反する動作をさせる行為によ

る被害を防止することができるものとすること。 

 

 

 

 

七 計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する場合には

、その安全保護機能を失わないよう、計測制御系統施設から

機能的に分離されたものとすること。 

 

なお、不利な状況には、環境条件も含むが、どのような状況を

考慮するかは、個々の設計に応じて判断する。 
５ 第５号に規定する「発電用原子炉施設をより安全な状態に移行

するか、又は当該状態を維持することにより、発電用原子炉施

設の安全上支障がない状態を維持できるもの」とは、安全保護

回路が単一故障した場合においても、発電用原子炉施設をより

安全な状態に移行することにより、最終的に発電用原子炉施設

が安全側の状態を維持するか、又は安全保護回路が単一故障し

てそのままの状態にとどまっても発電用原子炉施設の安全上支

障がない状態を維持できることをいう。 
６ 第６号に規定する「不正アクセス行為その他の電子計算機に使

用目的に沿うべき動作をさせず、又は使用目的に反する動作を

させる行為による被害を防止すること」とは、ハードウェアの

物理的分離、機能的分離に加え、システムの導入段階、更新段

階又は試験段階でコンピュータウイルスが混入することを防止

する等、承認されていない動作や変更を防ぐ設計のことをい

う。 

７ 第７号に規定する「安全保護機能を失わない」とは、接続され

た計測制御系統施設の機器又はチャンネルに単一故障、誤操作

若しくは使用状態からの単一の取り外しが生じた場合において

も、これにより悪影響を受けない部分の安全保護回路が第１号

から第６号を満たすことをいう。 
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 （反応度制御系統及び原子炉停止系統） 

第二十五条 発電用原子炉施設には、反応度制御系統（原子炉停止

系統を含み、安全施設に係るものに限る。次項において同じ。）

を設けなければならない。 

 

 

 

２ 反応度制御系統は、計画的な出力変化に伴う反応度変化を燃料

要素の許容損傷限界を超えることなく制御できる能力を有し、か

つ、次に掲げるものでなければならない。 

一 制御棒、液体制御材その他反応度を制御するものによる二以

上の独立した系統を有するものとすること。 

二 通常運転時の高温状態において、二以上の独立した系統がそ

れぞれ発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持で

きるものであり、かつ、運転時の異常な過渡変化時の高温状

態においても反応度制御系統のうち少なくとも一つは、燃料

要素の許容損傷限界を超えることなく発電用原子炉を未臨界

に移行し、及び未臨界を維持できること。この場合において

、非常用炉心冷却設備その他の発電用原子炉施設の安全性を

損なうおそれがある場合に作動する設備の作動に伴って注入

される液体制御材による反応度価値を加えることができる。 

第２５条（反応度制御系統及び原子炉停止系統） 
１ 第１項について、反応度制御系及び原子炉停止系それぞれに

含まれる設備として、加圧水型軽水炉では制御棒及び化学体

積制御系はいずれも反応度制御系及び原子炉停止系に含ま

れ、沸騰水型軽水炉では制御棒及びほう酸注入系はいずれも

反応度制御系及び原子炉停止系に含まれ、原子炉再循環流量

制御系は反応度制御系に含まれる。 
２ 第２項について、現在軽水炉で採用されている制御棒による系

及び可溶性毒物による系（沸騰水型軽水炉におけるほう酸注入

系、加圧水型軽水炉における化学体積制御設備のほう酸注入

系）は、その性能からみて第２項を満足する反応度制御系とみ

なすことができる。 
３ 第２項第２号に規定する「高温状態においても反応度制御系統

のうち少なくとも一つは、燃料要素の許容損傷限界を超えるこ

となく発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持でき

る」とは、過渡状態が収束した後、キセノン崩壊により反応度

が添加されるまでの期間、臨界未満を維持することをいい、さ

らにそれ以降の長期の臨界未満の維持は、他の系統の作動を期

待してよいことをいう。 
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三 通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における低温状態

において、反応度制御系統のうち少なくとも一つは、発電用

原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持できること。 

 

 

四 一次冷却材喪失その他の設計基準事故時において、反応度制

御系統のうち少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界へ移

行することができ、かつ、少なくとも一つは、発電用原子炉

を未臨界に維持できること。この場合において、非常用炉心

冷却設備その他の発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれ

がある場合に作動する設備の作動に伴って注入される液体制

御材による反応度価値を加えることができる。 

五 制御棒を用いる場合にあっては、反応度価値の最も大きな制

御棒一本が固着した場合においても第二号から前号までの規

定に適合すること。 

３ 制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反応

度投入事象（発電用原子炉に反応度が異常に投入される事象をい

う。）に対して原子炉冷却材圧力バウンダリを破損せず、かつ、

炉心の冷却機能を損なうような炉心、炉心支持構造物及び原子炉

圧力容器内部構造物の損壊を起こさないものでなければならない

。 

４ 制御棒、液体制御材その他の反応度を制御する設備は、通常運

４ 第２項第３号に規定する「低温状態において、反応度制御系統

のうち少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界に移行し、及

び未臨界を維持できる」とは、高温臨界未満の状態からキセノ

ン崩壊及び原子炉冷却材温度変化による反応度添加を補償しつ

つ、低温未臨界状態を達成し、かつ、維持することをいう。 
５ 第２項第４号の設計基準事故時における反応度制御系の能力に

ついて、原子炉の停止能力を備えた系統の作動が期待できる場

合には、その寄与を考慮してよい。例えば、加圧水型軽水炉の

主蒸気管破断時において反応度制御系が非常用炉心冷却系とあ

いまって、炉心を臨界未満にでき、かつ、炉心を臨界未満に維

持できる場合である。 
 
 
 
 
６ 第３項に規定する「制御棒の最大反応度価値」の評価に当たっ

ては、原子炉の運転状態との関係で、制御棒の挿入の程度及び

配置状態を制限する等、反応度価値を制限する装置が設けられ

ている場合には、その効果を考慮してもよい。 
７ 第３項に規定する「想定される反応度投入事象」とは、「発電用

軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」及び「発電用

軽水型原子炉施設の反応度投入事象に関する評価指針」（平成１
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転時における圧力、温度及び放射線に起因する最も厳しい条件に

おいて、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければ

ならない。 

 

０年４月１３日原子力安全委員会了承）において定めるところ

による。 
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 （原子炉制御室等） 

第二十六条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、原

子炉制御室（安全施設に属するものに限る。以下この条において

同じ。）を設けなければならない。 

一 設計基準対象施設の健全性を確保するために必要なパラメー

タを監視できるものとすること。 

 

 

 

二 発電用原子炉施設の外の状況を把握する設備を有するものと

すること。 

 

三 発電用原子炉施設の安全性を確保するために必要な操作を手

動により行うことができるものとすること。 

 

２ 発電用原子炉施設には、火災その他の異常な事態により原子炉

制御室が使用できない場合において、原子炉制御室以外の場所か

ら発電用原子炉を高温停止の状態に直ちに移行させ、及び必要な

パラメータを想定される範囲内に制御し、その後、発電用原子炉

を安全な低温停止の状態に移行させ、及び低温停止の状態を維持

させるために必要な機能を有する装置を設けなければならない。 

３ 一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障その他の

第２６条（原子炉制御室等） 
 
 
 
１ 第１項第１号に規定する「必要なパラメータを監視できる」と

は、発電用原子炉及び主要な関連施設の運転状況並びに主要パ

ラメータについて、計測制御系統施設で監視が要求されるパラ

メータのうち、連続的に監視する必要のあるものを原子炉制御

室において監視できることをいう。 
２ 第１項第２号に規定する「発電用原子炉施設の外の状況を把握

する」とは、原子炉制御室から、発電用原子炉施設に影響を及

ぼす可能性のある自然現象等を把握できることをいう。 
３ 第１項第３号において「必要な操作を手動により行う」とは、

急速な手動による発電用原子炉の停止及び停止後の発電用原子

炉の冷却の確保のための操作をいう。 
４ 第２項に規定する「発電用原子炉を高温停止の状態に直ちに移

行」とは、直ちに発電用原子炉を停止し、残留熱を除去し及び

高温停止状態を安全に維持することをいう。 

 
 
 

５ 第３項に規定する「従事者が支障なく原子炉制御室に入り、又
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異常が発生した場合に発電用原子炉の運転の停止その他の発電用

原子炉施設の安全性を確保するための措置をとるため、従事者が

支障なく原子炉制御室に入り、又は一定期間とどまり、かつ、当

該措置をとるための操作を行うことができるよう、次の各号に掲

げる場所の区分に応じ、当該各号に定める設備を設けなければな

らない。 

 

 

 

 

一 原子炉制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍 

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置及び

当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に原子炉制御室に

おいて自動的に警報するための装置 

二 原子炉制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の

従事者が原子炉制御室に出入りするための区域 遮蔽壁その

他の適切に放射線から防護するための設備、気体状の放射性

物質及び原子炉制御室外の火災により発生する燃焼ガスに対

し換気設備を隔離するための設備その他の適切に防護するた

めの設備 

は一定期間とどまり」とは、事故発生後、事故対策操作をすべ

き従事者が原子炉制御室に接近できるよう通路が確保されてい

ること、及び従事者が原子炉制御室に適切な期間滞在できるこ

と、並びに従事者の交替等のため接近する場合においては、放

射線レベルの減衰及び時間経過とともに可能となる被ばく防護

策が採り得ることをいう。「当該措置をとるための操作を行うこ

とができる」には、有毒ガスの発生に関して、有毒ガスが原子

炉制御室の運転員に及ぼす影響により、運転員の対処能力が著

しく低下し、安全施設の安全機能が損なわれることがないこと

を含む。 

６ 第３項第１号に規定する「有毒ガスの発生源」とは、有毒ガス

の発生時において、運転員の対処能力が損なわれるおそれがあ

るものをいう。「工場等内における有毒ガスの発生」とは、有毒

ガスの発生源から有毒ガスが発生することをいう。 
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 （放射性廃棄物の処理施設） 

第二十七条 工場等には、次に掲げるところにより、通常運転時に

おいて放射性廃棄物（実用炉規則第二条第二項第二号に規定する

放射性廃棄物をいう。以下同じ。）を処理する施設（安全施設に

係るものに限る。以下この条において同じ。）を設けなければな

らない。 

一 周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における

水中の放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、発電用原

子炉施設において発生する放射性廃棄物を処理する能力を有

するものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 液体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射性

物質を処理する施設から液体状の放射性廃棄物が漏えいする

第２７条（放射性廃棄物の処理施設） 
 
 
 
 
 
１ 第１号に規定する「放射性物質の濃度を十分に低減できる」と

は、気体廃棄物処理施設にあっては、ろ過、貯留、減衰及び管

理等により、液体廃棄物処理施設にあってはろ過、蒸発処理、

イオン交換、貯留、減衰及び管理等によること。 
２ 第１号に規定する「十分に低減できる」とは、As Low As 

Reasonably Achievable(ALARA)の考え方の下、当該工場等と

して「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指

針」（昭和５０年５月１３日原子力安全委員会決定）において定

める線量目標値（５０マイクロシーベルト／年）が達成できる

ものであること。 
３ 上記２の線量目標値の評価に当たっては、「発電用軽水型原子炉

施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（昭和５１年９月２８

日原子力安全委員会決定）等において定めるところによるこ

と。 
４ 第２号に規定する「液体状の放射性廃棄物」とは、液体状の放

射性廃棄物及び液体にスラッジ等の固体が混入している状態の
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ことを防止し、及び工場等外へ液体状の放射性廃棄物が漏え

いすることを防止できるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 固体状の放射性廃棄物の処理に係るものにあっては、放射性

廃棄物を処理する過程において放射性物質が散逸し難いもの

とすること。 

 

ものをいう（以下本規程において同じ。）。 
５ 第２号に規定する「液体状の放射性廃棄物の処理に係るもの」

とは、発電用原子炉施設の運転に伴い発生する液体状の放射性

廃棄物を分離・収集し、廃液の性状により、適切なろ過、蒸発

処理、イオン交換、貯留、減衰及び管理等を行う施設及び処理

施設を収納する建屋又は区域をいう。 
６ 第２号に規定する「液体状の放射性廃棄物が漏えいすることを

防止し、及び工場等の外へ液体状の放射性廃棄物が漏えいする

ことを防止できるもの」については、「放射性液体廃棄物処理施

設の安全審査に当たり考慮すべき事項ないしは基本的な考え

方」（昭和５６年９月２８日原子力安全委員会決定）において定

めるところによる。 
７ 第３号に規定する「処理する過程」には、廃棄物の破砕、圧

縮、焼却及び固化等の処理過程が含まれる。 
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 （放射性廃棄物の貯蔵施設） 

第二十八条 工場等には、次に掲げるところにより、発電用原子炉

施設において発生する放射性廃棄物を貯蔵する施設（安全施設に

係るものに限る。）を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物が漏えいし難いものとすること。 

二 固体状の放射性廃棄物を貯蔵する設備を設けるものにあって

は、放射性廃棄物による汚染が広がらないものとすること。 

 

第２８条（放射性廃棄物の貯蔵施設） 
１ 第２８条に規定する「発電用原子炉施設において発生する放射

性廃棄物を貯蔵する」とは、将来的に発電用原子炉施設から発

生する放射性固体廃棄物の発生量及び搬出量を考慮して放射性

固体廃棄物を貯蔵及び管理できることをいう。 
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 （工場等周辺における直接線等からの防護） 

第二十九条 設計基準対象施設は、通常運転時において発電用原子

炉施設からの直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の空

間線量率が十分に低減できるものでなければならない。 

 

第２９条（工場等周辺における直接線等からの防護） 
１ 第２９条に規定する「工場等周辺の空間線量率が十分に低減で

きる」とは、｢発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般

公衆の線量評価について｣（平成元年３月２７日原子力安全委員

会了承）を踏まえ、ALARA の考え方の下、空気カーマで１年

間当たり 50 マイクログレイ以下（工場等内にキャスクを設置

する場合にあっては、工場等内の他の施設からのガンマ線とキ

ャスクからの中性子及びガンマ線とを合算し、実効線量で１年

間当たり 50 マイクロシーベルト以下）となることを目標に、

周辺監視区域外における線量限度（１年間当たり１ミリシーベ

ルト）を十分下回る水準となるよう施設を設計することをい

う。 
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 （放射線からの放射線業務従事者の防護） 

第三十条 設計基準対象施設は、外部放射線による放射線障害を防

止する必要がある場合には、次に掲げるものでなければならな

い。 

一 放射線業務従事者（実用炉規則第二条第二項第七号に規定す

る放射線業務従事者をいう。以下同じ。）が業務に従事する

場所における放射線量を低減できるものとすること。 

二 放射線業務従事者が運転時の異常な過渡変化時及び設計基準

事故時において、迅速な対応をするために必要な操作ができ

るものとすること。 

２ 工場等には、放射線から放射線業務従事者を防護するため、放

射線管理施設を設けなければならない。 

 

３ 放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を原子炉制御室

その他当該情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備（安

全施設に属するものに限る。）を設けなければならない。 

 

第３０条（放射線からの放射線業務従事者の防護） 
 
 
 
１ 第１項第１号に規定する「放射線量を低減できる」とは、

ALARA の考え方の下、放射線業務従事者の作業性等を考慮し

て、遮蔽、機器の配置、遠隔操作、放射性物質の漏えい防止及

び換気等、所要の放射線防護上の措置を講じた設計をいう。 
 

 
２ 第２項に規定する「放射線管理施設」とは、放射線被ばくを監

視及び管理するため、放射線業務従事者の出入管理、汚染管理

及び除染等を行う施設をいう。 
３ 第３項に規定する「必要な情報を原子炉制御室その他当該情報

を伝達する必要がある場所に表示できる」とは、原子炉制御室

において放射線管理に必要なエリア放射線モニタによる空間線

量率を、また、伝達する必要がある場所において管理区域にお

ける空間線量率及び空気中の放射性物質の濃度及び床面等の放

射性物質の表面密度をそれぞれ表示できることをいう。 
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 （監視設備） 

第三十一条 発電用原子炉施設には、通常運転時、運転時の異常な

過渡変化時及び設計基準事故時において、当該発電用原子炉施設

及びその境界付近における放射性物質の濃度及び放射線量を監視

し、及び測定し、並びに設計基準事故時における迅速な対応のた

めに必要な情報を原子炉制御室その他当該情報を伝達する必要が

ある場所に表示できる設備（安全施設に属するものに限る。）を

設けなければならない。 

 

第３１条（監視設備） 
１ 設計基準において発電用原子炉施設の放射線監視を求めてい

る。 
２ 第３１条に規定する「放射性物質の濃度及び放射線量を監視

し、及び測定し」とは、原子炉格納容器内雰囲気又は発電用原

子炉施設の周辺監視区域周辺において、サンプリングや放射線

モニタ等により放射性物質の濃度及び空間線量率を測定及び監

視し、かつ、設計基準事故時に迅速な対策処理が行えるように

放射線源、放出点、原子力発電所周辺及び予想される放射性物

質の放出経路等の適切な場所を測定及び監視することをいう。 
３ 第３１条において、通常運転時における環境放出気体・液体廃

棄物の測定及び監視については、「発電用軽水型原子炉施設にお

ける放出放射性物質の測定に関する指針」（昭和５３年９月２９

日原子力委員会決定）において定めるところによる。 
４ 第３１条において、設計基準事故時における測定及び監視につ

いては、「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測

に関する審査指針」（昭和５６年７月２３日原子力安全委員会決

定）において定めるところによる。 
５ 第３１条において、モニタリングポストについては、非常用所

内電源に接続しない場合、無停電電源等により電源復旧までの

期間を担保できる設計であること。また、モニタリングポスト

の伝送系は多様性を有する設計であること。 
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（原子炉格納施設） 

第三十二条 原子炉格納容器は、一次冷却系統に係る発電用原子炉

施設が損壊し、又は故障した場合において漏えいする放射性物質

が公衆に放射線障害を及ぼさないようにするため、想定される最

大の圧力、最高の温度及び適切な地震力に十分に耐えることがで

き、かつ、適切に作動する隔離機能と併せて所定の漏えい率を超

えることがないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

２ 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備は、通常運転時、運

転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じ

ないよう、十分な破壊じん性を有するものでなければならない。 

３ 原子炉格納容器を貫通する配管には、隔離弁（安全施設に属す

るものに限る。次項及び第五項において同じ。）を設けなければ

ならない。ただし、計測装置又は制御棒駆動装置に関連する配管

であって、当該配管を通じての漏えい量が十分許容される程度に

抑制されているものについては、この限りでない。 

４ 主要な配管（事故の収束に必要な系統の配管を除く。）に設け

る隔離弁は、設計基準事故時に隔離機能の確保が必要となる場合

第３２条（原子炉格納施設） 
１ 第１項に規定する「想定される最大の圧力、最高の温度及び適

切な地震力」とは、原子炉格納容器の設計の妥当性について判

断するための想定事象をいい、原子炉格納容器の機能の確保に

障害となる圧力及び温度の上昇、動荷重の発生、可燃性ガスの

発生並びに放射性物質の濃度について評価した結果が、それぞ

れの判断基準に対し最も厳しくなる事象をいう。具体的には、

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」に定

めるところによる。 
２ 第１項について、具体的な評価は「ＢＷＲ．ＭＡＲＫⅡ型格納

容器圧力抑制系に加わる動荷重の評価指針」（昭和５６年７月２

０日原子力安全委員会決定）等による。 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 第４項に規定する「隔離弁」とは、自動隔離弁（設計基準事故

時に十分な隔離機能を発揮するように配慮された逆止弁を含
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において、自動的、かつ、確実に閉止される機能を有するもので

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

む。）、通常時にロックされた閉止弁及び遠隔操作閉止弁をい

う。上記でいう「設計基準事故時に十分な隔離機能を発揮する

ように配慮された逆止弁」とは、原子炉格納容器壁を貫通する

配管に、原子炉格納容器内外いずれかの位置で破損が生じ、そ

の逆止弁に対する逆圧が全て喪失した条件においても、必要な

隔離機能が重力等によって維持されるように設計された逆止弁

をいう。 
４ 第４項に規定する「主要な配管」とは、隔離弁を設けなければ

ならない配管系のうち、高温運転時に隔離弁が閉止されている

ように設計された配管を除き、通常運転状態のまま放置すれば

原子炉格納容器からの許容されない漏えいの原因となるおそれ

がある配管をいう。 
５ 第４項に規定する「自動的、かつ、確実に閉止される機能」と

は、安全保護系からの原子炉格納容器隔離信号等により自動的

に閉止され、かつ、隔離弁以外の隔離障壁とあいまって、単一

故障の仮定に加え、外部電源が利用できない場合においても原

子炉格納容器からの放射性物質の漏えいを低減し得ることをい

う。 
６ 第４項に規定する「事故の収束に必要な系統の配管を除く」と

は、非常用炉心冷却系の配管等、その系統に期待される安全機

能を阻害しないために、自動隔離信号によって閉止することを

要しないことをいう。ただし、その場合であっても、それらの
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５ 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより隔離弁を設け

なければならない。 

一 原子炉格納容器に近接した箇所に設置するものとすること。 

二 原子炉格納容器内に開口部がある配管又は原子炉冷却材圧力

バウンダリに接続している配管のうち、原子炉格納容器の外

側で閉じていないものにあっては、原子炉格納容器の内側及

び外側にそれぞれ一個の隔離弁を設けるものとすること。た

だし、その一方の側の設置箇所における配管の隔離弁の機能

が、湿気その他隔離弁の機能に影響を与える環境条件によっ

て著しく低下するおそれがあると認められるときは、貫通箇

所の外側であって近接した箇所に二個の隔離弁を設けること

をもって、これに代えることができる。 

三 原子炉格納容器を貫通し、貫通箇所の内側又は外側において

閉じている配管にあっては、原子炉格納容器の外側に一個の

隔離弁を設けるものとすること。ただし、当該格納容器の外

側に隔離弁を設けることが困難である場合においては、原子

炉格納容器の内側に一個の隔離弁を適切に設けることをもっ

て、これに代えることができる。 

配管系により、原子炉格納容器の隔離機能が失われてはならな

い。 
なお、自動的に閉止される隔離弁も事故後の必要な処置のため

隔離解除が考慮されていなければならない。 
 
 
 

７ 第５項第２号に規定する「原子炉格納容器の外側で閉じていな

いもの」とは、設計基準事故時の配管系の状態を考慮し、隔離

されない場合、原子炉格納容器内雰囲気から外部への放射性物

質の許容されない放出の経路となるものをいう。 
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四 前二号の規定にかかわらず、配管に圧力開放板を適切に設け

るときは、原子炉格納容器の内側又は外側に通常時において

閉止された一個の隔離弁を設けることをもって、前二号の規

定による隔離弁の設置に代えることができる。 

五 閉止後において駆動動力源が喪失した場合においても隔離機

能が失われないものとすること。 

６ 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設

が損壊し、又は故障した際に生ずる原子炉格納容器内の圧力及び

温度の上昇により原子炉格納容器の健全性に支障が生ずることを

防止するため、原子炉格納容器内において発生した熱を除去する

設備（安全施設に属するものに限る。）を設けなければならな

い。 

７ 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設

が損壊し、又は故障した際に原子炉格納容器から気体状の放射性

物質が漏えいすることにより公衆に放射線障害を及ぼすおそれが

ある場合は、放射性物質の濃度を低減させるため、原子炉格納施

設内の雰囲気の浄化系（安全施設に係るものに限る。）を設けな

ければならない。 

８ 発電用原子炉施設には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設

が損壊し、又は故障した際に生ずる水素及び酸素により原子炉格

納容器の健全性を損なうおそれがある場合は、水素及び酸素の濃

度を抑制するため、可燃性ガス濃度制御系（安全施設に係るもの

８ 第５項第４号に規定する「圧力開放板」の設置は、別途設置さ

れる重大事故緩和設備の機能に影響を与えないことが示される

場合に限り設置できるものとし、その場合、格納容器設計圧力

を下回る設定圧で圧力開放板を開放させてもよい。 
 
 

９ 第６項に規定する「原子炉格納容器内において発生した熱を除

去する設備」とは、原子炉格納容器設計用の想定事象に対し、

原子炉格納容器内の圧力及び温度を十分に低下させ得る機能を

有するもので、例えば、原子炉格納容器スプレイ系及びその熱

除去系をいう。 
 

１０  第７項に規定する「原子炉格納施設内の雰囲気の浄化系」と

は、沸騰水型軽水炉においては、非常用ガス処理系及び非常用

再循環ガス処理系、原子炉格納容器スプレイ系等を、加圧水型

軽水炉においては、アニュラス空気再循環設備及び原子炉格納

容器スプレイ系等をいう。 

 

１１  第８項に規定する「水素及び酸素の濃度を抑制する」とは、

原子炉格納容器の内部を不活性な雰囲気に保つこと、又は必要

な場合再結合等により水素若しくは酸素の濃度を燃焼限界以下

に抑制することをいう。 
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に限る。）を設けなければならない。 
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（保安電源設備） 

第三十三条 発電用原子炉施設は、重要安全施設がその機能を維持

するために必要となる電力を当該重要安全施設に供給するため、

電力系統に連系したものでなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、非常用電源設備（安全施設に属するも

のに限る。以下この条において同じ。）を設けなければならない

。 

３ 保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。

）は、電線路、発電用原子炉施設において常時使用される発電機

及び非常用電源設備から安全施設への電力の供給が停止すること

がないよう、機器の損壊、故障その他の異常を検知するとともに

、その拡大を防止するものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３３条（保安電源設備） 
 
 
 
 
 
 
１ 第３項に規定する「安全施設への電力の供給が停止することが

ない」とは、重要安全施設に対して、その多重性を損なうこと

がないように、電気系統についても系統分離を考慮して母線が

構成されるとともに、電気系統を構成する個々の機器が信頼性

の高いものであって、非常用所内電源系からの受電時等の母線

の切替操作が容易なことをいう。なお、上記の「非常用所内電

源系」とは、非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電機及

びバッテリ等）及び工学的安全施設を含む重要安全施設への電

力供給設備（非常用母線スイッチギヤ及びケーブル等）をい

う。 
２ 第３項に規定する「機器の損壊、故障その他の異常を検知する

とともに、その拡大を防止する」とは、電気系統の機器の短絡

若しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過電流等を検知し、遮

断器等により故障箇所を隔離することによって、故障による影

響を局所化できるとともに、他の安全機能への影響を限定でき
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４ 設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線は

、それぞれ互いに独立したものであって、当該設計基準対象施設

において受電可能なものであり、かつ、それにより当該設計基準

対象施設を電力系統に連系するものでなければならない。 

 

 

 

 

 

５ 前項の電線路のうち少なくとも一回線は、設計基準対象施設に

おいて他の回線と物理的に分離して受電できるものでなければな

らない。 

６ 設計基準対象施設に接続する電線路は、同一の工場等の二以上

の発電用原子炉施設を電力系統に連系する場合には、いずれの二

回線が喪失した場合においても電力系統からこれらの発電用原子

ることをいう。また、外部電源に直接接続している変圧器の一

次側において３相のうちの１相の電路の開放が生じた場合にあ

っては、安全施設への電力の供給が不安定になったことを検知

し、故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の

拡大を防止する対策（手動操作による対策を含む。）を行うこ

とによって、安全施設への電力の供給が停止することがないよ

うに、電力供給の安定性を回復できることをいう。 
３ 第４項に規定する「少なくとも二回線」とは、送受電可能な回

線又は受電専用の回線の組み合わせにより、電力系統と非常用

所内配電設備とを接続する外部電源受電回路を 2 つ以上設ける

ことにより達成されることをいう。 
４ 第４項に規定する「互いに独立したもの」とは、発電用原子炉

施設に接続する電線路の上流側の接続先において１つの変電所

又は開閉所のみに連系し、当該変電所又は開閉所が停止するこ

とにより当該発電用原子炉施設に接続された送電線が全て停止

する事態にならないことをいう。 
５ 第５項に規定する「物理的に分離」とは、同一の送電鉄塔等に

架線されていないことをいう。 
 
６ 第６項に規定する「同時に停止しない」とは、複数の発電用原

子炉施設が設置されている原子力発電所の場合、外部電源系が

3 回線以上の送電線で電力系統と接続されることにより、いか
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炉施設への電力の供給が同時に停止しないものでなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 非常用電源設備及びその附属設備は、多重性又は多様性を確保

し、及び独立性を確保し、その系統を構成する機械又は器具の単

一故障が発生した場合であっても、運転時の異常な過渡変化時又

は設計基準事故時において工学的安全施設及び設計基準事故に対

処するための設備がその機能を確保するために十分な容量を有す

るものでなければならない。 

８ 設計基準対象施設は、他の発電用原子炉施設に属する非常用電

源設備及びその附属設備から受電する場合には、当該非常用電源

設備から供給される電力に過度に依存しないものでなければなら

ない。 

 

 

なる 2 回線が喪失しても複数の発電用原子炉施設が同時に外部

電源喪失に至らないよう各発電用原子炉施設にタイラインで接

続する構成であることをいう。なお、上記の「外部電源系」と

は、外部電源（電力系統）に加えて当該発電用原子炉施設の主

発電機からの電力を発電用原子炉施設に供給するための一連の

設備をいう。また、開閉所及び当該開閉所から主発電機側の送

受電設備は、不等沈下又は傾斜等が起きないような十分な支持

性能をもつ地盤に設置されるとともに、碍子及び遮断器等は耐

震性の高いものが使用されること。さらに、津波に対して隔離

又は防護するとともに、塩害を考慮したものであること。 
７ 第７項に規定する「十分な容量」とは、７日間の外部電源喪失

を仮定しても、非常用ディーゼル発電機等の連続運転により必

要とする電力を供給できることをいう。非常用ディーゼル発電

機等の燃料を貯蔵する設備（耐震重要度分類Ｓクラス）は、７

日分の連続運転に必要な容量以上を敷地内に貯蔵できるもので

あること。 

８ 第８項に規定する「他の発電用原子炉施設に属する非常用電源

設備及びその附属設備から受電する場合」とは、発電用原子炉

施設ごとに、必要な電気容量の非常用電源設備を設置した上

で、安全性の向上が認められる設計であることを条件として、

認められ得る非常用電源設備の共用をいう。 
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 （緊急時対策所） 

第三十四条 工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の

損壊その他の異常が発生した場合に適切な措置をとるため、緊急

時対策所を原子炉制御室以外の場所に設けなければならない。 

２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍に

は、有毒ガスが発生した場合に適切な措置をとるため、工場等内

における有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有

毒ガスの発生を検出した場合に緊急時対策所において自動的に警

報するための装置その他の適切に防護するための設備を設けなけ

ればならない。 
 

第３４条（緊急時対策所） 

 

 

 

１ 第２項に規定する「有毒ガスの発生源」とは、有毒ガスの発生

時において、指示要員の対処能力が損なわれるおそれがあるも

のをいう。「有毒ガスが発生した場合」とは、有毒ガスが緊急時

対策所の指示要員に及ぼす影響により、指示要員の対処能力が

著しく低下し、安全施設の安全機能が損なわれるおそれがある

ことをいう。 
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 （通信連絡設備） 

第三十五条 工場等には、設計基準事故が発生した場合において工

場等内の人に対し必要な指示ができるよう、警報装置（安全施設

に属するものに限る。）及び多様性を確保した通信連絡設備（安

全施設に属するものに限る。）を設けなければならない。 

 

２ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において発電用原子

炉施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡ができるよ

う、多様性を確保した専用通信回線を設けなければならない。 

 

第３５条（通信連絡設備） 
１ 第１項に規定する「通信連絡設備」とは、原子炉制御室等から

人が立ち入る可能性のある原子炉建屋、タービン建屋等の建屋

内外各所の者への操作、作業又は退避の指示等の連絡を、ブザ

ー鳴動等により行うことができる装置及び音声により行うこと

ができる設備をいう。 
２ 第２項に規定する「通信連絡する必要がある場所と通信連絡が

できる」とは、所外必要箇所への事故の発生等に係る連絡を音

声により行うことができる通信連絡設備、及び所内（原子炉制

御室等）から所外の緊急時対策支援システム（ERSS）等へ必

要なデータを伝送できる設備を常時使用できることをいう。 
３ 第２項に規定する「多様性を確保した専用通信回線」とは、衛

星専用 IP 電話等、又は発電用原子炉設置者が独自に構築する

専用の通信回線若しくは電気通信事業者が提供する特定顧客専

用の通信回線等、輻輳等による制限を受けることなく使用でき

るとともに、通信方式の多様性（ケーブル及び無線等）を備え

た構成の回線をいう。 
４ 第３５条において、通信連絡設備等については、非常用所内電

源系又は無停電電源に接続し、外部電源が期待できない場合で

も動作可能でなければならない。 
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 （補助ボイラー） 

第三十六条 発電用原子炉施設には、設計基準事故に至るまでの間

に想定される使用条件に応じて必要な蒸気を供給する能力がある

補助ボイラー（安全施設に属するものに限る。次項において同

じ。）を設けなければならない。 

２ 補助ボイラーは、発電用原子炉施設の安全性を損なわないもの

でなければならない。 

 

 

第３６条（補助ボイラー） 
１ 第１項に規定する「必要な蒸気を供給する能力」とは、安全施

設が使用するだけの蒸気を供給できることをいう。 

 
 

２ 第２項に規定する「発電用原子炉施設の安全性を損なわない」

とは、補助ボイラーの損傷時においても発電用原子炉施設の安

全性に影響を与えないことをいう。 
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第三章 重大事故等対処施設 

 

 （重大事故等の拡大の防止等） 

 

第三十七条 発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事

故が発生した場合において、炉心の著しい損傷を防止するために

必要な措置を講じたものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 重大事故等対処施設 

 

第３７条（重大事故等の拡大の防止等） 

（炉心の著しい損傷の防止） 

１－１ 第１項に規定する「重大事故に至るおそれがある事故が発

生した場合」とは、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に

対して原子炉の安全性を損なうことがないよう設計することを求

められる構築物、系統及び機器がその安全機能を喪失した場合で

あって、炉心の著しい損傷に至る可能性があると想定する以下の

(a)及び(b)の事故シーケンスグループ（以下「想定する事故シー

ケンスグループ」という。）とする。なお、(a)の事故シーケンス

グループについては、(b)における事故シーケンスグループの検

討結果如何にかかわらず、必ず含めなければならない。 

 (a)必ず想定する事故シーケンスグループ 

  ①BWR 

 ・ 高圧・低圧注水機能喪失 

 ・ 高圧注水・減圧機能喪失 

 ・ 全交流動力電源喪失 

 ・ 崩壊熱除去機能喪失 

 ・ 原子炉停止機能喪失 

 ・ LOCA 時注水機能喪失 
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 ・ 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA） 

  ②PWR 

 ・ ２次冷却系からの除熱機能喪失 

 ・ 全交流動力電源喪失 

 ・ 原子炉補機冷却機能喪失 

 ・ 原子炉格納容器の除熱機能喪失 

 ・ 原子炉停止機能喪失 

 ・ ECCS 注水機能喪失 

 ・ ECCS 再循環機能喪失 

 ・ 格納容器バイパス（インターフェイスシステム LOCA、蒸気発

生器伝熱管破損） 

 (b)個別プラント評価により抽出した事故シーケンスグループ 

  ① 個別プラントの内部事象に関する確率論的リスク評価（Ｐ

ＲＡ）及び外部事象に関するＰＲＡ（適用可能なもの）又

はそれに代わる方法で評価を実施すること。 

  ② その結果、上記１－１(a)の事故シーケンスグループに含ま

れない有意な頻度又は影響をもたらす事故シーケンスグル

ープが抽出された場合には、想定する事故シーケンスグル

ープとして追加すること。なお、「有意な頻度又は影響をも

たらす事故シーケンスグループ」については、上記１－１

(a)の事故シーケンスグループと炉心損傷頻度又は影響度の
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観点から同程度であるか等から総合的に判断するものとす

る。 

１－２ 第１項に規定する「炉心の著しい損傷を防止するために必

要な措置を講じたもの」とは、以下に掲げる要件を満たすもので

あること。 

 (a)想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の

原子炉格納容器の機能に期待できるものにあっては、炉心の著

しい損傷を防止するための十分な対策が計画されており、か

つ、その対策が想定する範囲内で有効性があることを確認す

る。 

 (b)想定する事故シーケンスグループのうち炉心の著しい損傷後の

原子炉格納容器の機能に期待することが困難なもの（格納容器

先行破損シーケンス、格納容器バイパス等）にあっては、炉心

の著しい損傷を防止する対策に有効性があることを確認する。 

１－３ 上記１－２の「有効性があることを確認する」とは、以下

の評価項目を概ね満足することを確認することをいう。 

(a)炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、

炉心を十分に冷却できるものであること。 

(b)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の

1.2 倍又は限界圧力を下回ること。 

(c)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限

界圧力を下回ること。 
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２ 発電用原子炉施設は、重大事故が発生した場合において、原子

炉格納容器の破損及び工場等外への放射性物質の異常な水準の放

出を防止するために必要な措置を講じたものでなければならな

い。 

 

 

(d)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限

界温度を下回ること。 

１－４ 上記１－２(a)の「十分な対策が計画されており」とは、国

内外の先進的な対策と同等のものが講じられていることをいう。 

１－５ 上記１－３(a)の「炉心の著しい損傷が発生するおそれがな

いものであり、かつ、炉心を十分に冷却できるものであること」

とは、以下に掲げる要件を満たすものであること。ただし、燃料

被覆管の最高温度及び酸化量について、十分な科学的根拠が示さ

れる場合には、この限りでない。 

(a)燃料被覆管の最高温度が 1,200℃以下であること。 

(b)燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さ

の 15%以下であること。 

１－６ 上記１－３及び２－３の評価項目において、限界圧力又は

限界温度を評価項目として用いる場合には、その根拠と妥当性を

示すこと。 

 

（原子炉格納容器の破損の防止） 

２－１ 第２項に規定する「重大事故が発生した場合」において想

定する格納容器破損モードは、以下の(a)及び(b)の格納容器破損

モード（以下「想定する格納容器破損モード」という。）とす

る。なお、(a)の格納容器破損モードについては、(b)における格
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納容器破損モードの検討結果如何にかかわらず、必ず含めなけれ

ばならない。 

 (a)必ず想定する格納容器破損モード 

・ 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

・ 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

・ 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

・ 水素燃焼 

・ 格納容器直接接触（シェルアタック） 

・ 溶融炉心・コンクリート相互作用 

 (b)個別プラント評価により抽出した格納容器破損モード 

  ① 個別プラントの内部事象に関するＰＲＡ及び外部事象に関

するＰＲＡ（適用可能なもの）又はそれに代わる方法で評

価を実施すること。 

  ② その結果、上記２－１(a)の格納容器破損モードに含まれな

い有意な頻度又は影響をもたらす格納容器破損モードが抽

出された場合には、想定する格納容器破損モードとして追

加すること。 

２－２ 第２項に規定する「原子炉格納容器の破損及び工場等外へ

の放射性物質の異常な水準の放出を防止するために必要な措置を

講じたもの」とは、次に掲げる要件を満たすものであること。 



 

81 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)想定する格納容器破損モードに対して、原子炉格納容器の破損

を防止し、かつ、放射性物質が異常な水準で敷地外へ放出され

ることを防止する対策に有効性があることを確認する。 

２－３ 上記２－２の「有効性があることを確認する」とは、以下

の評価項目を概ね満足することを確認することをいう。 

 (a)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力又は限

界圧力を下回ること。 

 (b)原子炉格納容器バウンダリにかかる温度が最高使用温度又は限

界温度を下回ること。 

 (c)放射性物質の総放出量は、放射性物質による環境への汚染の視

点も含め、環境への影響をできるだけ小さくとどめるもので

あること。 

 (d)原子炉圧力容器の破損までに原子炉冷却材圧力は 2.0MPa 以下

に低減されていること。 

 (e)急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱

的・機械的荷重によって原子炉格納容器バウンダリの機能が

喪失しないこと。 

 (f)原子炉格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止する

こと。 

 (g)可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、(a)の要件

を満足すること。 
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３ 発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事故が発生

した場合において、使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料

（以下「貯蔵槽内燃料体等」という。）の著しい損傷を防止するた

めに必要な措置を講じたものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (h)原子炉格納容器の床上に落下した溶融炉心が床面を拡がり原子

炉格納容器バウンダリと直接接触しないこと及び溶融炉心が

適切に冷却されること。 

 (i)溶融炉心による侵食によって、原子炉格納容器の構造部材の支

持機能が喪失しないこと及び溶融炉心が適切に冷却されるこ

と。 

２－４ 上記２－３(f)の「原子炉格納容器が破損する可能性のある

水素の爆轟を防止すること」とは、以下の要件を満たすこと。 

 (a)原子炉格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して 13vol%

以下又は酸素濃度が 5vol%以下であること。 

 

（使用済燃料貯蔵槽内の燃料損傷の防止） 

３－１ 第３項に規定する「重大事故に至るおそれがある事故が発

生した場合」とは、使用済燃料貯蔵槽内に貯蔵されている燃料の

著しい損傷に至る可能性があると想定する以下の(a)及び(b)の想

定事故とする。 

(a)想定事故１： 

使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失することに

より、使用済燃料貯蔵槽内の水の温度が上昇し、蒸発により水

位が低下する事故。 

(b)想定事故２： 
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４ 発電用原子炉施設は、重大事故に至るおそれがある事故が発生

した場合において、運転停止中における発電用原子炉内の燃料体

（以下「運転停止中原子炉内燃料体」という。）の著しい損傷を防

止するために必要な措置を講じたものでなければならない。 

 

 

サイフォン現象等により使用済燃料貯蔵槽内の水の小規模な喪

失が発生し、使用済燃料貯蔵槽の水位が低下する事故。 

３－２ 第３項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷を防止

するために必要な措置を講じたもの」とは、想定事故１及び想定

事故２に対して、以下の評価項目を満足することを確認したもの

をいう。 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界が維持されていること。 

 

（運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止） 

４－１ 第４項に規定する「重大事故に至るおそれがある事故が発

生した場合」とは、運転停止中の原子炉において燃料の著しい損

傷に至る可能性があると想定する以下の(a)及び(b)の事故（以下

「想定する運転停止中事故シーケンスグループ」という。）とす

る。なお、(a)の運転停止中事故シーケンスグループについて

は、(b)における運転停止中事故シーケンスグループの検討結果

如何にかかわらず、必ず含めなければならない。 

 (a)必ず想定する運転停止中事故シーケンスグループ 

・ 崩壊熱除去機能喪失（RHR の故障による停止時冷却機能喪失） 

・ 全交流動力電源喪失 

・ 原子炉冷却材の流出 
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・ 反応度の誤投入 

 (b)個別プラント評価により抽出した運転停止中事故シーケンスグ

ループ 

  ①個別プラントの停止時に関するＰＲＡ（適用可能なもの）又

はそれに代わる方法で評価を実施すること。 

  ②その結果、上記４－１(a)の運転停止中事故シーケンスグルー

プに含まれない有意な頻度又は影響をもたらす運転停止中事

故シーケンスグループが抽出された場合には、想定する運転

停止中事故シーケンスグループとして追加すること。 

４－２ 第４項に規定する「運転停止中原子炉内燃料体の著しい損

傷を防止するために必要な措置を講じたもの」とは、想定する運

転停止中事故シーケンスグループに対して、以下の評価項目を満

足することを確認したものをいう。 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし、通常の運転操作における臨

界、又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力

上昇を伴う臨界は除く。）。 
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（重大事故等対処施設の地盤） 

第三十八条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応

じ、それぞれ次に定める地盤に設けなければならない。 

一 重大事故防止設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故防止

設備」という。）であって、耐震重要施設に属する設計基準事故対

処設備が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事

故防止設備」という。）が設置される重大事故等対処施設（特定重

大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力が作用した

場合においても当該重大事故等対処施設を十分に支持することが

できる地盤 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が

設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。） 第四条第二項の規定により算定する地震力が作用した場合

においても当該重大事故等対処施設を十分に支持することができ

る地盤 

三 重大事故緩和設備のうち常設のもの（以下「常設重大事故緩和

設備」という。）が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故

等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力が作用した場合に

おいても当該重大事故等対処施設を十分に支持することができる

地盤 

四 特定重大事故等対処施設 第四条第二項の規定により算定する

地震力が作用した場合及び基準地震動による地震力が作用した場

第３８条（重大事故等対処施設の地盤） 

１ 第３８条の適用に当たっては、本規程別記１に準ずるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第 1 項第２号に規定する「第４条第２項の規定により算定する

地震力」とは、本規程別記２第４条第２項から第４項までにおい

て、代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重

要度分類のクラスに適用される地震力と同等のものとする。 

 

 

 

 

 

 

３ 第 1 項第４号に規定する「第４条第２項の規定により算定する

地震力」とは、本規程別記２第４条第２項第１号の耐震重要度分



 

86 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

合においても当該特定重大事故等対処施設を十分に支持すること

ができる地盤 

２ 重大事故等対処施設（前項第二号の重大事故等対処施設を除

く。次項及び次条第二項において同じ。）は、変形した場合におい

ても重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれ

がない地盤に設けなければならない。 

３ 重大事故等対処施設は、変位が生ずるおそれがない地盤に設け

なければならない。 

 

類のＳクラスに適用される地震力と同等のものとする。 
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 （地震による損傷の防止） 

第三十九条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分に応

じ、それぞれ次に定める要件を満たすものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施

設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力

に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがないものであること。 

二 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備が

設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除

く。） 第四条第二項の規定により算定する地震力に十分に耐える

ことができるものであること。 

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定

重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対して

重大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

ものであること。 

四 特定重大事故等対処施設 第四条第二項の規定により算定する

地震力に十分に耐えることができ、かつ、基準地震動による地震

力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれる

おそれがないものであること。 

２ 重大事故等対処施設は、第四条第三項の地震の発生によって生

ずるおそれがある斜面の崩壊に対して重大事故等に対処するため

第３９条（地震による損傷の防止） 

１ 第３９条の適用に当たっては、本規程別記２に準ずるものとす

る。 

 

 

 

 

２ 第１項第２号に規定する「第４条第２項の規定により算定する

地震力」とは、本規程別記２第４条第２項から第４項までにおい

て、代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重

要度分類のクラスに適用される地震力と同等のものとする。 

 

 

 

 

３ 第１項第４号に規定する「第４条第２項の規定により算定する

地震力」とは、本規程別記２第４条第２項第１号の耐震重要度分

類のＳクラスに適用される地震力と同等のものとする。 

４ 第１項第４号に規定する「基準地震動による地震力に対して重

大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがな

い」とは、基準地震動による地震力が作用することにより特定重

大事故等対処施設に属する設備（当該施設がその重大事故等に対
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に必要な機能が損なわれるおそれがないものでなければならな

い。 

処するために必要な機能を維持するために必要な間接支持構造物

等を含む。）の各部に生ずる応力等が、当該設備が設置される地

盤の支持性能及び周辺斜面の安定性を考慮しても、本規程別記２

に準じて算定される許容限界に相当する応力等に対して余裕を有

することをいう。 

 

 

 



 

89 
 

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （津波による損傷の防止） 

第四十条 重大事故等対処施設は、基準津波に対して重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない。 

第４０条（津波による損傷の防止） 

１ 第４０条の適用に当たっては、本規程別記３に準ずるものとす

る。 

２ 特定重大事故等対処施設が「基準津波に対して重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない」とは、次の

いずれにも適合することをいう。 

ａ）特定重大事故等対処施設が設けられる工場等の敷地に津波に

よる浸水が生じた場合においても、特定重大事故等対処施設

がその重大事故等に対処するために必要な機能を維持できる

こと。この場合において、当該浸水の浸水高さは、津波防護

施設の基準津波による入力津波高さ、当該敷地の敷地高さ、

特定重大事故等対処施設の位置その他の条件を考慮したもの

であること。 

ｂ）特定重大事故等対処施設のうち海水を取水する機能を有する

系統は、基準津波による水位の低下が生じた場合においても

余裕をもって当該機能を維持することができるよう、当該系

統の取水可能な水位の設定、堰
せき

がとどめる海水の量の確保そ

の他の適切な措置を講じたものであること。 
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 （火災による損傷の防止） 

第四十一条 重大事故等対処施設は、火災により重大事故等に対処

するために必要な機能を損なうおそれがないよう、火災の発生を

防止することができ、かつ、火災感知設備及び消火設備を有する

ものでなければならない。 

 

第４１条（火災による損傷の防止） 

１ 第４１条の適用に当たっては、第８条第１項の解釈に準ずるも

のとする。 
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 （特定重大事故等対処施設） 

第四十二条 工場等には、次に掲げるところにより、特定重大事故

等対処施設を設けなければならない。 

一 原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムに対してその重大事故等に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがないものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 原子炉格納容器の破損を防止するために必要な設備を有するも

のであること。 

 

 

 

第４２条（特定重大事故等対処施設） 

 

 

１ 第１号に規定する「原子炉建屋への故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムに対してその重大事故等に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがないものであること」とは、以

下に掲げる設備又はこれらと同等以上の効果を有する設備とす

る。 

 (a) 原子炉建屋及び特定重大事故等対処施設が同時に破損するこ

とを防ぐために必要な離隔距離（例えば 100m 以上）を確保す

ること、又は故意による大型航空機の衝突に対して頑健な建

屋に収納すること。 

２ 特定重大事故等対処施設は、第３８条第１項第４号、第３９条

第１項第４号及び第４０条並びに第４２条各号のそれぞれの要求

事項を満たす施設群から成るが、少なくとも第３８条第１項第４

号、第３９条第１項第４号及び第４０条の要求事項を満たす施設

は一の施設でなければならない。 

３ 第２号に規定する「原子炉格納容器の破損を防止するために必

要な設備」とは、以下に掲げる設備又はこれらと同等以上の効果

を有する設備をいう。 

(a)以下の機能を有すること。 

ⅰ．原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作機能（例えば、緊
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急時制御室からの原子炉減圧操作設備） 

ⅱ．炉内の溶融炉心の冷却機能（例えば、原子炉内への低圧注

水設備） 

ⅲ．原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却機能（例え

ば、原子炉格納容器下部への注水設備） 

ⅳ．格納容器内の冷却・減圧・放射性物質低減機能（例えば、

格納容器スプレイへの注水設備） 

ⅴ．原子炉格納容器の過圧破損防止機能（例えば、格納容器圧

力逃がし装置（排気筒を除く）） 

ⅵ．水素爆発による原子炉格納容器の破損防止機能（必要な原

子炉）（例えば、水素濃度制御設備） 

ⅶ．サポート機能（例えば、電源設備、計装設備、通信連絡設

備） 

ⅷ．上記設備の関連機能（例えば、減圧弁、配管等） 

(b)上記３(a)の機能を制御する緊急時制御室を設けること。 

(c)上記３(a)の機能を有する設備は、設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するもの

を除く。）に対して、可能な限り、多重性又は多様性及び独立

性を有し、位置的分散を図ること。 

(d)重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するもの

を除く。）による格納容器破損防止対策が有効に機能しなかっ

た場合は、原子炉制御室から移動し緊急時制御室で対処するこ
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とを想定し、緊急時制御室の居住性について、次の要件を満た

すものであること。 

① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力株式会社福島第

一原子力発電所事故と同等とすること。 

② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合

は、実施のための体制を整備すること。 

③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施

のための体制を整備すること。 

④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えな

いこと。 

(e)緊急時制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源（有毒ガス

の発生時において、運転員の対処能力が損なわれるおそれがあ

るものをいう。）の近傍に、有毒ガスの発生時において、有毒

ガスが緊急時制御室の運転員に及ぼす影響により、運転員の対

処能力が著しく低下し、特定重大事故等対処施設の機能が損な

われることがないよう、工場等内における有毒ガスの発生を検

出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場

合に緊急時制御室において自動的に警報するための装置その他

の適切に防護するための設備を設けること。 

(f)通信連絡設備は緊急時制御室に整備され、原子炉制御室及び工

場等内緊急時対策所その他の必要な場所との通信連絡を行える

ものであること。 
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三 原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムの発生後、発電用原子炉施設の外からの支援が受けられるまで

の間、使用できるものであること。 

 

 

(g)電源設備は、「原子炉格納容器の破損を防止するために必要な

設備」に電力を供給するものであり、特定重大事故等対処施設

の要件を満たすこと。同電源設備には、可搬型代替電源設備及

び常設代替電源設備のいずれからも接続できること。なお、電

源設備は、特定重大事故等対処施設に属するが、重大事故に至

るおそれがある事故が発生した場合にも活用可能である。 

４ 第３号に規定する「発電用原子炉施設の外からの支援が受けら

れるまでの間、使用できるものであること」とは、例えば、少な

くとも 7日間、必要な設備が機能するに十分な容量を有するよう

設計を行うことをいう。 
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 （重大事故等対処設備） 

第四十三条 重大事故等対処設備は、次に掲げるものでなければな

らない。 

一 想定される重大事故等が発生した場合における温度、放射線、

荷重その他の使用条件において、重大事故等に対処するために必

要な機能を有効に発揮するものであること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作でき

るものであること。 

三 健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉の運転中又は停

止中に試験又は検査ができるものであること。 

四 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用

する設備にあっては、通常時に使用する系統から速やかに切り替

えられる機能を備えるものであること。 

五 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであるこ

と。 

六 想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処

設備の操作及び復旧作業を行うことができるよう、放射線量が高

くなるおそれが少ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設

置その他の適切な措置を講じたものであること。 

２ 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対処設備の

うち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処設備」という。）

と接続するものにあっては、当該可搬型重大事故等対処設備と接

第４３条（重大事故等対処設備） 

１ 第１項から第３項までに規定する「想定される重大事故等」と

は、本規程第３７条において想定する事故シーケンスグループ

（炉心の著しい損傷後の原子炉格納容器の機能に期待できるもの

にあっては、計画された対策が想定するもの。）、想定する格納容

器破損モード、使用済燃料貯蔵槽内における想定事故及び想定す

る運転停止中事故シーケンスグループをいう。 

 

２ 第１項第３号の適用に当たっては、第１２条第４項の解釈に準

ずるものとする。 

 

 

 

３ 第１項第５号に規定する「他の設備」とは、設計基準対象施設

だけでなく、当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備

も含む。 
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続するために必要な発電用原子炉施設内の常設の配管、弁、ケー

ブルその他の機器を含む。以下「常設重大事故等対処設備」とい

う。）は、前項に定めるもののほか、次に掲げるものでなければな

らない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものである

こと。 

二 二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。

ただし、二以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該

二以上の発電用原子炉施設の安全性が向上する場合であって、同

一の工場等内の他の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼさな

い場合は、この限りでない。 

三 常設重大事故防止設備は、共通要因によって設計基準事故対処

設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う、適切な措置を講じたものであること。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定めるものの

ほか、次に掲げるものでなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え、十分に余裕

のある容量を有するものであること。 

二 常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間

に発電用原子炉施設と接続することができる常設の設備をいう。

以下同じ。）と接続するものにあっては、当該常設設備と容易かつ

確実に接続することができ、かつ、二以上の系統又は発電用原子

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第２項第３号及び第３項第７号に規定する「適切な措置を講じ

たもの」とは、共通要因の特性を踏まえ、可能な限り多様性を考

慮したものをいう。 

 

 

５ 第３項第１号について、可搬型重大事故等対処設備の容量は、

次によること。 

(a)可搬型重大事故等対処設備のうち、可搬型代替電源設備及び可搬

型注水設備（原子炉建屋の外から水又は電力を供給するものに限

る。）にあっては、必要な容量を賄うことができる可搬型重大事

故等対処設備を１基あたり２セット以上を持つこと。 
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炉施設が相互に使用することができるよう、接続部の規格の統一

その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

三 常設設備と接続するものにあっては、共通要因によって接続す

ることができなくなることを防止するため、可搬型重大事故等対

処設備（原子炉建屋の外から水又は電力を供給するものに限る。）

の接続口をそれぞれ互いに異なる複数の場所に設けるものである

こと。 

四 想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故

等対処設備を設置場所に据え付け、及び常設設備と接続すること

ができるよう、放射線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選

定、設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもの

であること。 

五 地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムによる影響、設計基準事故対処設備及び重大

事故等対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故

これに加え、故障時のバックアップ及び保守点検による待機除

外時のバックアップを工場等全体で確保すること。 

(b)可搬型重大事故等対処設備のうち、可搬型直流電源設備等であっ

て負荷に直接接続するものにあっては、１負荷当たり１セット

に、工場等全体で故障時のバックアップ及び保守点検による待機

除外時のバックアップを加えた容量を持つこと。 

(c)「必要な容量」とは、当該原子炉において想定する重大事故等に

おいて、炉心損傷防止及び格納容器破損防止等のために有効に必

要な機能を果たすことができる容量をいう。 

６ 第３項第３号について、複数の機能で一つの接続口を使用する

場合は、それぞれの機能に必要な容量（同時に使用する可能性が

ある場合は、合計の容量）を確保することができるように接続口

を設けること。 

 

 

 

 

 

 

７ 第３項第５号について、可搬型重大事故等対処設備の保管場所

は、故意による大型航空機の衝突も考慮すること。例えば原子炉

建屋から 100m 以上離隔をとり、原子炉建屋と同時に影響を受け
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等対処設備と異なる保管場所に保管すること。 

六 想定される重大事故等が発生した場合において、可搬型重大事

故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状況を把握するた

め、工場等内の道路及び通路が確保できるよう、適切な措置を講

じたものであること。 

七 重大事故防止設備のうち可搬型のものは、共通要因によって、

設計基準事故対処設備の安全機能、使用済燃料貯蔵槽の冷却機能

若しくは注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至るお

それがある事故に対処するために必要な機能と同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講じたものであるこ

と。 

 

 

ないこと。又は、故意による大型航空機の衝突に対して頑健性を

有すること。 
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 （緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設備） 

 

第四十四条 発電用原子炉施設には、運転時の異常な過渡変化時に

おいて発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象

が発生するおそれがある場合又は当該事象が発生した場合におい

ても炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉冷却材圧力バウン

ダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに、発電用原

子炉を未臨界に移行するために必要な設備を設けなければならな

い。 

 

 

第４４条（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための設

備） 

１ 第４４条に規定する「発電用原子炉の運転を緊急に停止するこ

とができない事象が発生するおそれがある場合」とは、発電用原

子炉が緊急停止していなければならない状況にもかかわらず、原

子炉出力又は原子炉圧力等のパラメータの変化から緊急停止して

いないことが推定される場合のことをいう。 

２ 第４４条に規定する「発電用原子炉を未臨界に移行するために

必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効

果を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）BWR 

 ａ）センサー出力から最終的な作動装置の入力までの原子炉スク

ラム系統から独立した代替反応度制御棒挿入回路（ARI）を整備

すること。 

 ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができ

ない事象が発生するおそれがある場合」に、原子炉出力を制御

するため、原子炉冷却材再循環ポンプを自動で停止させる装置

を整備すること。 

 ｃ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水注入設備（SLCS）を

整備すること。 

（２）PWR 

 ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができ
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ない事象が発生するおそれがある場合」に、原子炉出力を抑制

するため、補助給水系ポンプを自動的に起動させる設備及び蒸

気タービンを自動で停止させる設備を整備すること。 

 ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができ

ない事象が発生するおそれがある場合」には、化学体積制御設

備又は非常用炉心冷却設備による十分な量のほう酸水注入を実

施する設備を整備すること。 
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 （原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備） 

第四十五条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリ

が高圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原

子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防

止するため、発電用原子炉を冷却するために必要な設備を設けな

ければならない。 

 

 

第４５条（原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷

却するための設備） 

１ 第４５条に規定する「発電用原子炉を冷却するために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための設備をいう。 

（１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し、原子

炉隔離時冷却系(RCIC)若しくは非常用復水器（BWR の場合）又は

タービン動補助給水ポンプ（PWR の場合）（以下「RCIC 等」とい

う。）により発電用原子炉を冷却するため、以下に掲げる措置又

はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備を整備

すること。 

 ａ）可搬型重大事故防止設備 

 ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素

ボンベ等）を用いた弁の操作により、RCIC 等の起動及び十分

な期間※の運転継続を行う可搬型重大事故防止設備等を整備

すること。ただし、下記（１）ｂ）ⅰ）の人力による措置が

容易に行える場合を除く。 

 ｂ）現場操作 

 ⅰ）現場での人力による弁の操作により、RCIC 等の起動及び十分

な期間※の運転継続を行うために必要な設備を整備するこ

と。 

 ※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧
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力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間のこ

と。 
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 （原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備） 

第四十六条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリ

が高圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原

子炉の減圧機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力バウン

ダリを減圧するために必要な設備を設けなければならない。 

第４６条（原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備） 

１ 第４６条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な設備」と

は、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置

を行うための設備をいう。 

（１）ロジックの追加 

 ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可能な状態で、逃がし安

全弁を作動させる減圧自動化ロジックを設けること（BWR の場

合）。 

（２）可搬型重大事故防止設備 

 ａ）常設直流電源系統喪失時においても、減圧用の弁（逃がし安

全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁

（PWR の場合））を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減

圧操作が行えるよう、手動設備又は可搬型代替直流電源設備

を配備すること。 

 ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、可搬

型コンプレッサー又は窒素ボンベを配備すること。 

 ｃ）減圧用の弁は、想定される重大事故等が発生した場合の環境

条件において確実に作動すること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する

ための設備） 

第四十七条 発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バウンダリ

が低圧の状態であって、設計基準事故対処設備が有する発電用原

子炉の冷却機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するため、発電用原子炉を冷却する

ために必要な設備を設けなければならない。 

 

第４７条（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷

却するための設備） 

１ 第４７条に規定する「炉心の著しい損傷」を「防止するため、

発電用原子炉を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる

措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備

をいう。 

（１）重大事故防止設備 

 ａ）可搬型重大事故防止設備を配備すること。 

 ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時間的余裕のない場合に対応

するため、常設重大事故防止設備を設置すること。 

 ｃ）上記ａ）及びｂ）の重大事故防止設備は、設計基準事故対処

設備に対して、多様性及び独立性を有し、位置的分散を図るこ

と。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

第四十八条 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有す

る最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷

が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため、最終ヒート

シンクへ熱を輸送するために必要な設備を設けなければならな

い。 

第４８条（最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備） 

１ 第４８条に規定する「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために

必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効

果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）炉心の著しい損傷等を防止するため、重大事故防止設備を整

備すること。 

 ｂ）重大事故防止設備は、設計基準事故対処設備に対して、多重

性又は多様性及び独立性を有し、位置的分散を図ること。 

 ｃ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想

定した上で、BWR においては、サプレッションプールへの熱の

蓄積により、原子炉冷却機能が確保できる一定の期間内に、

十分な余裕を持って所内車載代替の最終ヒートシンクシステ

ム（UHSS）の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場への熱の輸

送ができること。加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不可能

な場合について考慮すること。 

   また、PWR においては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸

気逃がし弁による２次冷却系からの除熱により、最終的な熱

の逃がし場への熱の輸送ができること。 

 ｄ）格納容器圧力逃がし装置を整備する場合は、本規程第５０条

３ｂ)に準ずること。また、その使用に際しては、敷地境界で

の線量評価を行うこと。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 

第四十九条 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備が有す

る原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷を防止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低

下させるために必要な設備を設けなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いて原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉格納容器内の

圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要な

設備を設けなければならない。 

 

第４９条（原子炉格納容器内の冷却等のための設備） 

１ 第１項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下さ

せるために必要な設備」及び第２項に規定する「原子炉格納容器

内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必

要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を行うための設備をいう。 

（１）重大事故等対処設備 

 ａ）設計基準事故対処設備の格納容器スプレイ注水設備（ポンプ

又は水源）が機能喪失しているものとして、格納容器スプレイ

代替注水設備を配備すること。 

 ｂ）上記ａ）の格納容器スプレイ代替注水設備は、設計基準事故

対処設備に対して、多様性及び独立性を有し、位置的分散を図

ること。 

（２）兼用 

 ａ）第１項の炉心損傷防止目的の設備と第２項の格納容器破損防

止目的の設備は、同一設備であってもよい。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 

第五十条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場

合において原子炉格納容器の過圧による破損を防止するため、原

子炉格納容器バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力

及び温度を低下させるために必要な設備を設けなければならな

い。 

 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設（原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損

傷が発生した場合において短時間のうちに原子炉格納容器の過圧

による破損が発生するおそれがあるものに限る。）には、前項の設

備に加えて、原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がすために必

要な設備を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

第５０条（原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備） 

１ 第１項に規定する「原子炉格納容器バウンダリを維持」とは、

限界圧力及び限界温度において評価される原子炉格納容器の漏え

い率を超えることなく、原子炉格納容器内の放射性物質を閉じ込

めておくことをいい、「原子炉格納容器バウンダリを維持しながら

原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための設備をいう。 

ａ）格納容器代替循環冷却系又は格納容器再循環ユニットを設置

すること。 

２ 第２項に規定する「原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損

傷が発生した場合において短時間のうちに原子炉格納容器の過圧

による破損が発生するおそれがあるもの」とは、原子炉格納容器

の容積が小さく炉心損傷後の事象進展が速い発電用原子炉施設で

あるBWR及びアイスコンデンサ型格納容器を有するPWRをいう。 

３ 第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がす

ために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）格納容器圧力逃がし装置を設置すること。 

ｂ）上記３ａ）の格納容器圧力逃がし装置とは、以下に掲げる措

置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備

をいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）格納容器圧力逃がし装置は、排気に含まれる放射性物質の

量を低減するものであること。 

ⅱ）格納容器圧力逃がし装置は、可燃性ガスの爆発防止等の対

策が講じられていること。 

ⅲ）格納容器圧力逃がし装置の配管等は、他の系統・機器（例

えばSGTS）や他号機の格納容器圧力逃がし装置等と共用しな

いこと。ただし、他への悪影響がない場合を除く。 

ⅳ）また、格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては、必要に

応じて、原子炉格納容器の負圧破損を防止する設備を整備す

ること。 

ⅴ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は、人力により容易かつ

確実に開閉操作ができること。 

ⅵ）炉心の著しい損傷時においても、現場において、人力で格

納容器圧力逃がし装置の隔離弁の操作ができるよう、遮蔽又

は離隔等の放射線防護対策がなされていること。 

ⅶ）原子炉格納容器の隔離機能を有するラプチャーディスクを

設置する場合は、バイパス弁を併置すること。ただし、当該

ラプチャーディスクを強制的に手動で破壊する装置を設置す

る場合は、この限りでない。 

ⅷ）格納容器圧力逃がし装置の窒素充填、雨水の浸入防止等のた

めにラプチャーディスクを設置する場合は、当該ラプチャー

ディスクは、格納容器圧力逃がし装置の機能を損なうおそれ
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前項の設備は、共通要因によって第一項の設備の過圧破損防止

機能（炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器

の過圧による破損を防止するために必要な機能をいう。）と同時に

その機能が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講じたも

のでなければならない。 

 

がないよう十分に低い圧力で作動するものであること。 

ⅸ）格納容器圧力逃がし装置は、長期的にも溶融炉心及び水没

の悪影響を受けない場所に接続されていること。 

ⅹ）排気により高線量となるフィルター等からの被ばくを低減

するための遮蔽等の放射線防護対策がなされていること。 

xi）格納容器圧力逃がし装置からの放射性物質を含む気体の排

気を放射線量の変化によって検出するため、当該装置の排気

口又はこれに近接する箇所に放射線量を測定することができ

る設備を設けること。 

４ 第３項に規定する「適切な措置を講じたもの」とは、多様性及

び可能な限り独立性を有し、位置的分散を図ることをいう。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

第五十一条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した

場合において原子炉格納容器の破損を防止するため、溶融し、原

子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な設備

を設けなければならない。 

 

第５１条（原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設備） 

１ 第５１条に規定する「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下し

た炉心を冷却するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又

はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をい

う。なお、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却は、溶

融炉心・コンクリート相互作用(MCCI)を抑制すること及び溶融炉

心が拡がり原子炉格納容器バウンダリに接触することを防止する

ために行われるものである。 

 ａ）原子炉格納容器下部注水設備を設置すること。原子炉格納容

器下部注水設備とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ⅰ）原子炉格納容器下部注水設備（ポンプ車及び耐圧ホース等）

を整備すること。（可搬型の原子炉格納容器下部注水設備の場合

は、接続する建屋内の流路をあらかじめ敷設すること。） 

 ⅱ）原子炉格納容器下部注水設備は、多重性又は多様性及び独立

性を有し、位置的分散を図ること。（ただし、建屋内の構造上の

流路及び配管を除く。） 

 ｂ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源

設備からの給電を可能とすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備） 

 

第五十二条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した

場合において原子炉格納容器内における水素による爆発（以下

「水素爆発」という。）による破損を防止する必要がある場合に

は、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要

な設備を設けなければならない。 

 

第５２条（水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための

設備） 

１ 第５２条に規定する「水素爆発による原子炉格納容器の破損を

防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれら

と同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）原子炉格納容器内を不活性化すること又は原子炉格納容器内に

水素濃度制御設備を設置すること。 

ｂ）原子炉格納容器内を不活性化する場合には、次に掲げるところ

により、原子炉格納容器から水素ガスを排出することができる設

備を設けること。 

ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 

ⅱ）排気に含まれる放射性物質の量を低減すること。 

ⅲ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けるこ

と。 

ⅳ）当該設備からの放射性物質を含む気体の排気を放射線量の

変化によって検出するため、当該設備の排気口又はこれに近

接する箇所に放射線量を測定することができる設備を設ける

こと。 

ｃ）炉心の著しい損傷時に水素濃度が変動する可能性のある範囲

で測定できる監視設備を設置すること。 

ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源

設備からの給電を可能とすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備） 

 

第五十三条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した

場合において原子炉建屋その他の原子炉格納容器から漏えいする

気体状の放射性物質を格納するための施設（以下「原子炉建屋

等」という。）の水素爆発による損傷を防止する必要がある場合に

は、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必

要な設備を設けなければならない。 

 

第５３条（水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設

備） 

１ 第５３条に規定する「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷

を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれ

らと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）原子炉格納容器の構造上、炉心の著しい損傷が発生した場合に

おいて原子炉格納容器内の水素濃度が高くなり、高濃度の水素ガ

スが原子炉格納容器から漏えいするおそれのある発電用原子炉

施設には、原子炉格納容器から原子炉建屋等への水素ガスの漏え

いを抑制し、原子炉建屋等内の水素濃度の上昇を緩和するための

設備として、次に掲げるところにより、原子炉格納容器から水素

ガスを排出することができる設備を設置すること。この場合にお

いて、当該設備は、本規程第５０条の規定により設置する格納容

器圧力逃がし装置と同一設備であってもよい。 

ⅰ）その排出経路での水素爆発を防止すること。 

ⅱ）排気中の水素濃度を測定することができる設備を設けるこ

と。 

ⅲ）ⅰ）及びⅱ）に掲げるもののほか、本規程第５０条３ｂ）ⅰ）

からⅺ）までの規定に準ずること。 

 ｂ）水素濃度制御設備（制御により原子炉建屋等で水素爆発のお

それがないことを示すこと。）又は原子炉建屋等から水素ガスを
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排出することができる設備（動的機器等に水素爆発を防止する

機能を付けること。放射性物質低減機能を付けること。）を設置

すること。 

 ｃ）想定される事故時に水素濃度が変動する可能性のある範囲で

推定できる監視設備を設置すること。 

 ｄ）これらの設備は、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源

設備からの給電を可能とすること。 
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 （使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第五十四条 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽の冷却機能

又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えい

その他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合

において貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界

を防止するために必要な設備を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏

えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低

下した場合において貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和

し、及び臨界を防止するために必要な設備を設けなければならな

い。 

第５４条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能

が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因

により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合」とは、本規

程第３７条３－１(a)及び(b)で定義する想定事故１及び想定事故

２において想定する使用済燃料貯蔵槽の水位の低下をいう。 

２ 第１項に規定する「貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽

し、及び臨界を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げる

措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備

をいう。 

 ａ）代替注水設備として、可搬型代替注水設備（注水ライン及び

ポンプ車等）を配備すること。 

 ｂ）代替注水設備は、設計基準対象施設の冷却設備及び注水設備

が機能喪失し、又は小規模な漏えいがあった場合でも、使用済

燃料貯蔵槽の水位を維持できるものであること。 

３ 第２項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩

和し、及び臨界を防止するために必要な設備」とは、以下に掲げ

る措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設

備をいう。 

 ａ）スプレイ設備として、可搬型スプレイ設備（スプレイヘッ

ダ、スプレイライン及びポンプ車等）を配備すること。 

 ｂ）スプレイ設備は、代替注水設備によって使用済燃料貯蔵槽の
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水位が維持できない場合でも、燃料損傷を緩和できるものであ

ること。 

 ｃ）燃料損傷時に、できる限り環境への放射性物質の放出を低減

するための設備を整備すること。 

４ 第１項及び第２項の設備として、使用済燃料貯蔵槽の監視は、

以下によること。 

 ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及び上部の空間線量率につい

て、燃料貯蔵設備に係る重大事故等により変動する可能性のあ

る範囲にわたり測定可能であること。 

 ｂ）これらの計測設備は、交流又は直流電源が必要な場合には、

代替電源設備からの給電を可能とすること。 

 ｃ）使用済燃料貯蔵槽の状態をカメラにより監視できること。 
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 （工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

第五十五条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷及び原子炉

格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合

において工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために必要な

設備を設けなければならない。 

 

第５５条（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

１ 第５５条に規定する「工場等外への放射性物質の拡散を抑制す

るために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）原子炉建屋に放水できる設備を配備すること。 

 ｂ）放水設備は、原子炉建屋周辺における航空機衝突による航空

機燃料火災に対応できること。 

 ｃ）放水設備は、移動等により、複数の方向から原子炉建屋に向

けて放水することが可能なこと。 

 ｄ）放水設備は、複数の発電用原子炉施設の同時使用を想定し、

工場等内発電用原子炉施設基数の半数以上を配備すること。 

 ｅ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する設備を整備すること。 
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 （重大事故等時に必要となる水源及び水の供給設備） 

第五十六条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、想

定される重大事故等に対処するための水源として必要な量の水を

貯留するための設備を設けなければならない。 

一 設計基準事故の収束に必要な水を貯留するものにあっては、

当該設計基準事故及び想定される重大事故等に対処するために

必要な量の水を貯留できるものとすること。 

二 その貯留された水を、想定される重大事故等に対処するため

に必要な設備に供給できるものとすること。 

 

 

 

２ 発電用原子炉施設には、海その他の水源（前項の水源を除く。

）から、想定される重大事故等の収束に必要な量の水を取水し、

当該重大事故等に対処するために必要な設備に供給するための設

備を設けなければならない。 

第５６条（重大事故等時に必要となる水源及び水の供給設備） 

１ 第１項に規定する「必要な量の水」とは、第２項に規定する「海

その他の水源」から取水された水が重大事故等に対処するために必

要な設備に供給されるまでの間、当該重大事故等に対処するために

必要な量の水をいう。 

 

 

２ 一次冷却材喪失時に原子炉格納容器に水源を切り替える必要が

ある発電用原子炉施設には、第１項第２号に規定する「想定される

重大事故等に対処するために必要な設備に供給できるもの」とし

て、原子炉格納容器を水源とする再循環設備を代替することができ

る設備を設けること。 

３ 第２項に規定する「海その他の水源」とは、海及び複数の代替淡

水源（貯水槽、ダム又は貯水池等の淡水源であって、第１項の設備

に貯留されたもの以外のものをいう。）であって、想定される重大

事故等の収束までの間、当該重大事故等に対処するために必要な量

の水を取水できるものをいう。 

４ 第２項の規定により設けられる設備は、同項に規定する「海そ

の他の水源」から、想定される重大事故等の収束までの間、当該

重大事故等に対処するために必要な水を取水し、当該重大事故等

に対処するために必要な設備に供給するための移送ホース、ポン

プその他の設備であって、当該各水源からの移送ルートが確保さ
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れたものでなければならない。 
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 （電源設備） 

第五十七条 発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備の電源

が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において炉心の

著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい

損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するため

に必要な電力を確保するために必要な設備を設けなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５７条（電源設備） 

１ 第１項に規定する「必要な電力を確保するために必要な設備」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を行うための設備をいう。 

 ａ）代替電源設備を設けること。 

  ⅰ）可搬型代替電源設備（電源車及びバッテリ等）を配備する

こと。 

  ⅱ）常設代替電源設備として交流電源設備を設置すること。 

  ⅲ）設計基準事故対処設備に対して、独立性を有し、位置的分

散を図ること。 

 ｂ）所内常設蓄電式直流電源設備は、負荷切り離しを行わずに 8

時間、電気の供給が可能であること。ただし、「負荷切り離しを

行わずに」には、原子炉制御室又は隣接する電気室等において

簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。その後、

必要な負荷以外を切り離して残り 16 時間の合計 24 時間にわた

り、電気の供給を行うことが可能であること。 

 ｃ）24時間にわたり、重大事故等の対応に必要な設備に電気（直

流）の供給を行うことが可能である可搬型直流電源設備を整備

すること。 

 ｄ）複数号機設置されている工場等では、号機間の電力融通を行

えるようにあらかじめケーブル等を敷設し、手動で接続できる

こと。 
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２ 発電用原子炉施設には、第三十三条第二項の規定により設置さ

れる非常用電源設備及び前項の規定により設置される電源設備の

ほか、設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重大事

故等が発生した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容器

の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子炉内

燃料体の著しい損傷を防止するための常設の直流電源設備を設け

なければならない。 

 

 ｅ）所内電気設備（モーターコントロールセンター(MCC)、パワー

センター(P/C)及び金属閉鎖配電盤(メタクラ)(MC)等）は、代替

所内電気設備を設けることなどにより共通要因で機能を失うこ

となく、少なくとも一系統は機能の維持及び人の接近性の確保

を図ること。 

２ 第２項に規定する「常設の直流電源設備」とは、以下に掲げる

措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための設備

とする。 

 ａ）更なる信頼性を向上するため、負荷切り離し（原子炉制御室

又は隣接する電気室等において簡易な操作で負荷の切り離しを

行う場合を含まない。）を行わずに 8時間、その後、必要な負荷

以外を切り離して残り 16時間の合計 24時間にわたり、重大事

故等の対応に必要な設備に電気の供給を行うことが可能である

もう１系統の特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（3

系統目）を整備すること。 
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 （計装設備） 

第五十八条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生し、計測機

器（非常用のものを含む。）の故障により当該重大事故等に対処す

るために監視することが必要なパラメータを計測することが困難

となった場合において当該パラメータを推定するために有効な情

報を把握できる設備を設けなければならない。 

 

第５８条（計装設備） 

１ 第５８条に規定する「当該重大事故等に対処するために監視す

ることが必要なパラメータを計測することが困難となった場合に

おいて当該パラメータを推定するために有効な情報を把握できる

設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有

する措置を行うための設備をいう。なお、「当該重大事故等に対

処するために監視することが必要なパラメータ」とは、事業者が

検討すべき炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策等を成功

させるために把握することが必要な発電用原子炉施設の状態を意

味する。 

 ａ）設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態の把

握能力を明確にすること。（最高計測可能温度等） 

 ｂ）発電用原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）

を超えた場合の発電用原子炉施設の状態の推定手段を整備する

こと。 

  ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位が推定できる手段

を整備すること。 

  ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量が推定でき

る手段を整備すること。 

  ⅲ）推定するために必要なパラメータは、複数のパラメータの

中から確からしさを考慮し、優先順位を定めておくこと。 

 ｃ）原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線
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量率など想定される重大事故等の対応に必要となるパラメータ

が計測又は監視及び記録ができること。 
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 （運転員が原子炉制御室にとどまるための設備） 

第五十九条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した

場合（重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成する

ものを除く。）が有する原子炉格納容器の破損を防止するための機

能が損なわれた場合を除く。）においても運転員が第二十六条第一

項の規定により設置される原子炉制御室にとどまるために必要な

設備を設けなければならない。 

 

第５９条（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備） 

１ 第５９条に規定する「重大事故等対処設備（特定重大事故等対

処施設を構成するもの除く。）が有する原子炉格納容器の破損を防

止するための機能が損なわれた場合」とは、第４９条、第５０

条、第５１条又は第５２条の規定により設置されるいずれかの設

備の原子炉格納容器の破損を防止するための機能が喪失した場合

をいう。 

２ 第５９条に規定する「運転員が第２６条第１項の規定により設

置される原子炉制御室にとどまるために必要な設備」とは、以下

に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

 ａ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）は、代替交流電源

設備からの給電を可能とすること。 

 ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉制御室の居住性に

ついて、次の要件を満たすものであること。 

  ① 本規程第３７条の想定する格納容器破損モードのうち、原

子炉制御室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくな

る事故収束に成功した事故シーケンス（例えば、炉心の著し

い損傷の後、格納容器圧力逃がし装置等の格納容器破損防止

対策が有効に機能した場合）を想定すること。 

  ② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合

は、実施のための体制を整備すること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

  ③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施

のための体制を整備すること。 

  ④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7日間で 100mSv を超えな

いこと。 

ｃ）原子炉制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況

下において、原子炉制御室への汚染の持ち込みを防止するた

め、モニタリング及び作業服の着替え等を行うための区画を設

けること。 

ｄ）上記ｂ）の原子炉制御室の居住性を確保するために原子炉格

納容器から漏えいした空気中の放射性物質の濃度を低減する必

要がある場合は、非常用ガス処理系等（BWRの場合）又はアニュ

ラス空気再循環設備等（PWRの場合）を設置すること。 

ｅ）BWR にあっては、上記ｂ）の原子炉制御室の居住性を確保す

るために原子炉建屋に設置されたブローアウトパネルを閉止す

る必要がある場合は、容易かつ確実に閉止操作ができること。

また、ブローアウトパネルは、現場において人力による操作が

可能なものとすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （監視測定設備） 

第六十条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に工

場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含む。）において発電用原

子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線量を監視

し、及び測定し、並びにその結果を記録することができる設備を

設けなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に工場等に

おいて風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記

録することができる設備を設けなければならない。 

 

第６０条（監視測定設備） 

１ 第１項に規定する「発電用原子炉施設から放出される放射性物

質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を

記録することができる設備」とは、以下に掲げる措置又はこれら

と同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

 ａ）モニタリング設備は、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損が発生した場合に放出されると想定される放射性物質

の濃度及び放射線量を測定できるものであること。 

 ｂ）常設モニタリング設備（モニタリングポスト等）が機能喪失

しても代替し得る十分な台数のモニタリングカー又は可搬型

代替モニタリング設備を配備すること。 

 ｃ）常設モニタリング設備は、代替交流電源設備からの給電を可

能とすること。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （緊急時対策所） 

第六十一条 第三十四条の規定により設置される緊急時対策所は、

重大事故等が発生した場合においても当該重大事故等に対処する

ための適切な措置が講じられるよう、次に掲げるものでなければ

ならない。 

一 重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまる

ことができるよう、適切な措置を講じたものであること。 

二 重大事故等に対処するために必要な指示ができるよう、重大事

故等に対処するために必要な情報を把握できる設備を設けたもの

であること。 

三 発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通

信連絡を行うために必要な設備を設けたものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６１条（緊急時対策所） 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための

設備を備えたものをいう。 

 ａ）基準地震動による地震力に対して緊急時対策所の機能を喪失

しないようにするとともに、基準津波の影響を受けないこと。 

 ｂ）緊急時対策所と原子炉制御室は共通要因により同時に機能喪

失しないこと。 

 ｃ）緊急時対策所は、代替交流電源からの給電を可能とするこ

と。また、当該代替電源設備を含めて緊急時対策所の電源設備

は、多重性又は多様性を有すること。 

 ｄ）緊急時対策所の居住性が確保されるように、適切な遮蔽設計

及び換気設計を行うこと。 

 ｅ）緊急時対策所の居住性については、次の要件を満たすもので

あること。 

  ① 想定する放射性物質の放出量等は東京電力株式会社福島第

一原子力発電所事故と同等とすること。 

  ② プルーム通過時等に特別な防護措置を講ずる場合を除き、

対策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用なしとして評価

すること。 

  ③ 交代要員体制、安定ヨウ素剤の服用、仮設設備等を考慮し

てもよい。ただし、その場合は、実施のための体制を整備す
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 

 

 

 

 

 

 

２ 緊急時対策所は、重大事故等に対処するために必要な数の要員

を収容することができるものでなければならない。 

 

 

ること。 

  ④ 判断基準は、対策要員の実効線量が 7日間で 100mSv を超え

ないこと。 

 ｆ）緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したような状況

下において、緊急時対策所への汚染の持ち込みを防止するた

め、モニタリング及び作業服の着替え等を行うための区画を設

けること。 

２ 第２項に規定する「重大事故等に対処するために必要な数の要

員」とは、第１項第１号に規定する「重大事故等に対処するため

に必要な指示を行う要員」に加え、少なくとも原子炉格納容器の

破損等による工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための対

策に対処するために必要な数の要員を含むものとする。 
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実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 

 （通信連絡を行うために必要な設備） 

第六十二条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合に

おいて当該発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うために必要な設備を設けなければならな

い。 

第６２条（通信連絡を行うために必要な設備） 

１ 第６２条に規定する「発電用原子炉施設の内外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以

下に掲げる措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

 ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含

む。）からの給電を可能とすること。 

 



 

129 
 

（別記１） 

第３条（設計基準対象施設の地盤） 

１ 第３条第１項に規定する「設計基準対象施設を十分に支持することができる」とは、設計基準対象施設について、自重及び運転時の荷

重等に加え、耐震重要度分類（本規程第４条２の「耐震重要度分類」をいう。以下同じ。）の各クラスに応じて算定する地震力（第３条第

１項に規定する「耐震重要施設」（本規程第４条２のＳクラスに属する施設をいう。）にあっては、第４条第３項に規定する「基準地震動

による地震力」を含む。）が作用した場合においても、接地圧に対する十分な支持力を有する設計であることをいう。 

なお、耐震重要施設については、上記に加え、基準地震動による地震力が作用することによって弱面上のずれ等が発生しないことを含

め、基準地震動による地震力に対する支持性能が確保されていることを確認することが含まれる。 

 

２ 第３条第２項に規定する「変形」とは、地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・

構築物間の不等沈下、液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状をいう。 

このうち上記の「地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み」については、広域的な地盤の隆起又は沈降によって

生じるもののほか、局所的なものを含む。これらのうち、上記の「局所的なもの」については、支持地盤の傾斜及び撓みの安全性への影

響が大きいおそれがあるため、特に留意が必要である。 

 

３ 第３条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のある断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」るとは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭がある

地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に重大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動する可能性の

ある断層等の露頭がないことを確認した地盤に設置することをいう。 

なお、上記の「将来活動する可能性のある断層等」とは、後期更新世以降（約１２～１３万年前以降）の活動が否定できない断層等とす

る。その認定に当たって、後期更新世（約１２～１３万年前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動性が明確に判断で

きない場合には、中期更新世以降（約４０万年前以降）まで遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で活動性を
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評価すること。なお、活動性の評価に当たって、設置面での確認が困難な場合には、当該断層の延長部で確認される断層等の性状等によ

り、安全側に判断すること。 

また、「将来活動する可能性のある断層等」には、震源として考慮する活断層のほか、地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え、支

持地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり面を含む。  
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（別記２） 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされること

をいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下にとどめ

ることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を容認し

つつも施設全体としておおむね弾性範囲にとどまり得ることをいう。 

 

２ 第４条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがある設計基準対象施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある設計基準対象施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある津波及

び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の安全機能が

喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」という。）をいう。設計基準対象施設は、耐震重要度に応じて、次に掲げるクラ

スへの分類（以下「耐震重要度分類」という。）をするものとする。 

一 Ｓクラス 

地震により発生するおそれがある事象に対して、原子炉を停止し、炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設、自ら放射性物質を内

蔵している施設、当該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性のある施設、これらの施設の機

能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し、放射線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を持つ施設、これらの重要な

安全機能を支援するために必要となる施設及び地震に伴って発生するおそれがある津波による安全機能の喪失を防止するために必要と

なる施設であって、その影響が大きいものをいい、少なくとも次の施設はＳクラスとすること。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管系 

・使用済燃料を貯蔵するための施設 

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設及び原子炉の停止状態を維持するための施設 

・原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去するための施設 
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・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後、炉心から崩壊熱を除去するための施設 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に、圧力障壁となり放射性物質の放散を直接防ぐための施設 

・放射性物質の放出を伴うような事故の際に、その外部放散を抑制するための施設であり、上記の「放射性物質の放散を直接防ぐため

の施設」以外の施設 

・津波防護機能を有する施設（以下「津波防護施設」という。）及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。） 

・敷地における津波監視機能を有する設備（以下「津波監視設備」という。） 

二 Ｂクラス 

安全機能を有する施設のうち、機能喪失した場合の影響がＳクラス施設と比べ小さい施設をいい、例えば、次の施設が挙げられる。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて、一次冷却材を内蔵しているか又は内蔵し得る施設 

・放射性廃棄物を内蔵している施設（ただし、内蔵量が少ない又は貯蔵方式により、その破損により公衆に与える放射線の影響が実用

発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号）第２条第２項第６号に規定する「周辺監視区域」外

における年間の線量限度に比べ十分小さいものは除く。） 

・放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で、その破損により、公衆及び従事者に過大な放射線被ばくを与える可能性のある施

設 

・使用済燃料を冷却するための施設 

・放射性物質の放出を伴うような場合に、その外部放散を抑制するための施設で、Ｓクラスに属さない施設 

三 Ｃクラス 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設をいう。 

 

３ 第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たすために、耐震重要度分類の各クラスに属する設計基準対象施設の耐震

設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。） 
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・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えるこ

と。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組

み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と

し、当該許容限界を超えないこと。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と、弾性設計用地震動による

地震力又は静的地震力を組み合わせた荷重条件に対して、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

なお、「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」については、地震によって引き起こされるおそれのある事象に

よって作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれのない事象であっても、一旦事故が発生した場合、長時間継続する事象に

よる荷重は、その事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

二 Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。また、共振のおそれのある施設については、その影響について

の検討を行うこと。その場合、検討に用いる地震動は、弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとすること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対

して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とし、当該許容限界を超えないこと。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対し

て、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 

三 Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対

して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とし、当該許容限界を超えないこと。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対し

て、応答が全体的におおむね弾性状態にとどまること。 
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４ 第４条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以下に示す方法によること。 

一 弾性設計用地震動による地震力 

・弾性設計用地震動は、基準地震動（第４条第３項の「その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震」によ

る地震動をいう。以下同じ。）との応答スペクトルの比率の値が、目安として０．５を下回らないような値で、工学的判断に基づいて

設定すること。 

・弾性設計用地震動による地震力は、水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定すること。また、地震力の

算定に当たっては、建物・構築物と地盤との相互作用並びに建物・構築物及び地盤の非線形性を、必要に応じて考慮すること。 

・地震力の算定に当たっては、地震応答解析手法の適用性及び適用限界等を考慮のうえ、適切な解析法を選定するとともに、十分な調

査に基づく適切な解析条件を設定すること。 

・地震力の算定過程において建物・構築物の設置位置等で評価される入力地震動については、解放基盤表面からの地震波の伝播特性を

適切に考慮するとともに、必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮すること。また、敷地における観測記録に基

づくとともに、最新の科学的・技術的知見を踏まえて、その妥当性が示されていること。 

二 静的地震力 

①建物・構築物 

・水平地震力は、地震層せん断力係数Ｃｉに、次に示す施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算

定すること。 

Ｓクラス ３．０ 

Ｂクラス １．５ 

Ｃクラス １．０ 

ここで、地震層せん断力係数Ｃｉは、標準せん断力係数Ｃ０を０．２以上とし、建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮して

求められる値とすること。 
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・また、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力を上回ることの確認が必要であり、必要保有水平耐力の算定においては、地

震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数は、耐震重要度分類の各クラスのいずれにおいても１．０とし、そ

の際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は１．０以上とすること。この際、施設の重要度に応じた妥当な安全余裕を有していること。 

・Ｓクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するものとすること。鉛直地震力は、震度

０．３以上を基準とし、建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮して求めた鉛直震度より算定すること。ただし、鉛直震度

は高さ方向に一定とすること。 

②機器・配管系 

・耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記①に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分類に応じた係数を乗じたものを水

平震度とし、当該水平震度及び上記①の鉛直震度をそれぞれ２０％増しとした震度から求めること。 

・なお、水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用させること。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とすること。 

なお、上記①及び②において標準せん断力係数Ｃ０等を０．２以上としたことについては、発電用原子炉設置者に対し、個別の建物・構

築物、機器・配管系の設計において、それぞれの重要度を適切に評価し、それぞれに対し適切な値を用いることにより、耐震性の高い

施設の建設等を促すことを目的としている。耐震性向上の観点からどの施設に対してどの程度の割増係数を用いればよいかについて

は、設計又は建設に関わる者が一般産業施設及び公共施設等の耐震基準との関係を考慮して設定すること。 

 

 

５ 第４条第３項に規定する「基準地震動」は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構造並び

に地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定することが適切なものとし、次の方針により策定すること。 

一 基準地震動は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について、解放基盤表面におけ

る水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定すること。 

上記の「解放基盤表面」とは、基準地震動を策定するために、基盤面上の表層及び構造物が無いものとして仮想的に設定する自由表面

であって、著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基盤の表面をいう。ここでいう上記の「基盤」とは、お

おむねせん断波速度Ｖｓ＝７００ｍ／ｓ以上の硬質地盤であって、著しい風化を受けていないものとする。 
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二 上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震について、敷地

に大きな影響を与えると予想される地震（以下「検討用地震」という。）を複数選定し、選定した検討用地震ごとに、不確かさを考慮し

て応答スペクトルに基づく地震動評価及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基盤表面までの地震波の伝播特性を反映

して策定すること。 

上記の「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震発生層に生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるものを含む。 

上記の「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの境界面で発生する地震をいう。 

上記の「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）海洋プレート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近又はそのやや沖合

で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」又は海溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地震（スラブ内地

震）」の２種類に分けられる。 

なお、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」については、次に示す方針により策定すること。 

①内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震について、活断層の性質や地震発生状況を精査し、中・小・微小地震の分

布、応力場、及び地震発生様式（プレートの形状・運動・相互作用を含む。）に関する既往の研究成果等を総合的に検討し、検討用地

震を複数選定すること。 

②内陸地殻内地震に関しては、次に示す事項を考慮すること。 

ⅰ）震源として考慮する活断層の評価に当たっては、調査地域の地形・地質条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質

調査、地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合わせた調査を実施した上で、その結果を総合的に評価し活断層

の位置・形状・活動性等を明らかにすること。 

ⅱ）震源モデルの形状及び震源特性パラメータ等の評価に当たっては、孤立した短い活断層の扱いに留意するとともに、複数の活断

層の連動を考慮すること。 

③プレート間地震及び海洋プレート内地震に関しては、国内のみならず世界で起きた大規模な地震を踏まえ、地震の発生機構及びテク

トニクス的背景の類似性を考慮した上で震源領域の設定を行うこと。 
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④上記①で選定した検討用地震ごとに、下記ⅰ）の応答スペクトルに基づく地震動評価及びⅱ）の断層モデルを用いた手法による地震

動評価を実施して策定すること。なお、地震動評価に当たっては、敷地における地震観測記録を踏まえて、地震発生様式及び地震波

の伝播経路等に応じた諸特性（その地域における特性を含む。）を十分に考慮すること。 

ⅰ）応答スペクトルに基づく地震動評価 

検討用地震ごとに、適切な手法を用いて応答スペクトルを評価のうえ、それらを基に設計用応答スペクトルを設定し、これに対し

て、地震の規模及び震源距離等に基づき地震動の継続時間及び振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性を適切に考慮して地震動評

価を行うこと。 

ⅱ）断層モデルを用いた手法に基づく地震動評価 

検討用地震ごとに、適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定し、地震動評価を行うこと。 

⑤上記④の基準地震動の策定過程に伴う各種の不確かさ（震源断層の長さ、地震発生層の上端深さ・下端深さ、断層傾斜角、アスペリ

ティの位置・大きさ、応力降下量、破壊開始点等の不確かさ、並びにそれらに係る考え方及び解釈の違いによる不確かさ）について

は、敷地における地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータについて分析した上で、必要に応じて不確かさ

を組み合わせるなど適切な手法を用いて考慮すること。 

⑥内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、震源が敷地に極めて近い場合は、地表に変位を伴う断層全体を考慮した上で、

震源モデルの形状及び位置の妥当性、敷地及びそこに設置する施設との位置関係並びに震源特性パラメータの設定の妥当性について

詳細に検討するとともに、これらの検討結果を踏まえた評価手法の適用性に留意の上、上記⑤の各種の不確かさが地震動評価に与え

る影響をより詳細に評価し、震源の極近傍での地震動の特徴に係る最新の科学的・技術的知見を踏まえた上で、さらに十分な余裕を

考慮して基準地震動を策定すること。 

⑦検討用地震の選定や基準地震動の策定に当たって行う調査や評価は、最新の科学的・技術的知見を踏まえること。また、既往の資料

等について、それらの充足度及び精度に対する十分な考慮を行い、参照すること。なお、既往の資料と異なる見解を採用した場合及

び既往の評価と異なる結果を得た場合には、その根拠を明示すること。 

⑧施設の構造が免震構造である場合は、やや長周期の地震応答が卓越するため、その周波数特性に着目して地震動評価を実施し、必要

に応じて他の施設とは別に基準地震動を策定すること。 
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三 上記の「震源を特定せず策定する地震動」は、震源と活断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震

源近傍における観測記録を基に、各種の不確かさを考慮して敷地の地盤物性に応じた応答スペクトルを設定して策定すること。 

なお、上記の「震源を特定せず策定する地震動」については、次に示す方針により策定すること。 

①上記の「震源を特定せず策定する地震動」の策定に当たっては、「全国共通に考慮すべき地震動」及び「地域性を考慮する地震動」の

２種類を検討対象とすること。 

②上記の「全国共通に考慮すべき地震動」の策定に当たっては、震源近傍における観測記録を基に得られた次の知見をすべて用いるこ

と。 

・２００４年北海道留萌支庁南部の地震において、防災科学技術研究所が運用する全国強震観測網の港町観測点における観測記録か

ら推定した基盤地震動 

・震源近傍の多数の地震動記録に基づいて策定した地震基盤相当面（地震基盤からの地盤増幅率が小さく地震動としては地震基盤面

と同等とみなすことができる地盤の解放面で、せん断波速度Ｖｓ＝２２００ｍ／ｓ以上の地層をいう。）における標準的な応答スペ

クトル（以下「標準応答スペクトル」という。）として次の図に示すもの 
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図 地震基盤相当面における標準応答スペクトル 

 

 

③上記の「地域性を考慮する地震動」の検討の結果、この地震動を策定する場合にあっては、事前に活断層の存在が指摘されていなか

った地域において発生し、地表付近に一部の痕跡が確認された地震について、震源近傍における観測記録を用いること。 

④解放基盤表面までの地震波の伝播特性を必要に応じて応答スペクトルの設定に反映するとともに、設定された応答スペクトルに対し

て、地震動の継続時間及び経時的変化等の特性を適切に考慮すること。 

⑤上記の｢震源を特定せず策定する地震動｣について策定された基準地震動の妥当性については、最新の科学的・技術的知見を踏まえて

個別に確認すること。 

四 基準地震動の策定に当たっての調査については、目的に応じた調査手法を選定するとともに、調査手法の適用条件及び精度等に配慮

することによって、調査結果の信頼性と精度を確保すること。 

また、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」の地震動評価においては、適用す

る評価手法に必要となる特性データに留意の上、地震波の伝播特性に係る次に示す事項を考慮すること。 

①敷地及び敷地周辺の地下構造（深部・浅部地盤構造）が地震波の伝播特性に与える影響を検討するため、敷地及び敷地周辺における

地層の傾斜、断層及び褶曲構造等の地質構造を評価するとともに、地震基盤の位置及び形状、岩相・岩質の不均一性並びに地震波速

度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を評価すること。なお、評価の過程において、地下構造が成層かつ均質と認められる場合を

除き、三次元的な地下構造により検討すること。 

②上記①の評価の実施に当たって必要な敷地及び敷地周辺の調査については、地域特性及び既往文献の調査、既存データの収集・分

析、地震観測記録の分析、地質調査、ボーリング調査並びに二次元又は三次元の物理探査等を適切な手順と組合せで実施すること。 

なお、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」については、それぞれが対応する

超過確率を参照し、それぞれ策定された地震動の応答スペクトルがどの程度の超過確率に相当するかを把握すること。 
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６ 第４条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対する設

計基準対象施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

・基準地震動による地震力に対して、その安全機能が保持できること。 

・建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震動による地震力との組合せに対して、当該建

物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対し妥当な

安全余裕を有していること。 

・機器・配管系については、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と基準地震動による地震力を

組み合わせた荷重条件に対して、その施設に要求される機能を保持すること。なお、上記により求められる荷重により塑性ひずみが

生じる場合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を

及ぼさないこと。また、動的機器等については、基準地震動による応答に対して、その設備に要求される機能を保持すること。例え

ば、実証試験等により確認されている機能維持加速度等を許容限界とすること。 

・免震構造を採用する場合は、免震装置は、基準地震動による地震力に対してその装置に要求される機能を保持すること。 

なお、上記の「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」については、地震によって引き起こされるおそれのあ

る事象によって作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれのない事象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間継

続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考

慮すること。 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置された建物・構築物 

・基準地震動による地震力に対して、それぞれの施設及び設備に要求される機能（津波防護機能、浸水防止機能及び津波監視機能をい

う。）が保持できること。 

・津波防護施設及び浸水防止設備が設置された建物・構築物は、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震動による

地震力の組合せに対して、当該施設及び建物・構築物が構造全体として変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有する

とともに、その施設に要求される機能（津波防護機能及び浸水防止機能）を保持すること。 
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・浸水防止設備及び津波監視設備は、常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重等と基準地震動による地震力の組合せに対し

て、その設備に要求される機能（浸水防止機能及び津波監視機能）を保持すること。 

・これらの荷重組合せに関しては、地震と津波が同時に作用する可能性について検討し、必要に応じて基準地震動による地震力と津波

による荷重の組合せを考慮すること。 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次増大した際、構造物の変形又は歪みが著しく増加する状態を構造物の終局状

態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負荷をいう。 

また、耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわないように設計する

こと。この波及的影響の評価に当たっては、敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及び影響評価の結果の妥当性を

示すとともに、耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用すること。 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわない」と

は、少なくとも次に示す事項について、耐震重要施設の安全機能への影響がないことを確認すること。 

・設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

・耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部における相互影響 

・建屋内における下位のクラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

・建屋外における下位のクラスの施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設への影響 

 

７ 第４条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に当たっては、以下に示す方法によること。 

・基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平２方向（免震構造を採用する場合にあっては、水平２方向及び免震装置にとっ

て最も厳しくなる方向）及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定すること。また、地震力の算定に当たっては、建

物・構築物と地盤との相互作用並びに建物・構築物及び地盤の非線形性を、必要に応じて考慮すること。 

・基準地震動による地震力の算定に当たっては、地震応答解析手法の適用性及び適用限界等を考慮の上、適切な解析法を選定するととも

に、十分な調査に基づく適切な解析条件を設定すること。 
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・地震力の算定過程において建物・構築物の設置位置等で評価される入力地震動については、解放基盤表面からの地震波の伝播特性を適

切に考慮するとともに、必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮すること。また、敷地における観測記録に基づく

とともに、最新の科学的・技術的知見を踏まえて、その妥当性が示されていること。 

 

８ 第４条第４項は、耐震重要施設の周辺斜面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがないこと

を確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部分の除去及び敷地内土木構造物による斜面の保持等の措置を講ずることによ

り、耐震重要施設に影響を及ぼすことがないようにすることをいう。 

また、安定解析に当たっては、次の方針によること。 

一 安定性の評価対象としては、重要な安全機能を有する設備が内包された建屋及び重要な安全機能を有する屋外設備等に影響を与える

おそれのある斜面とすること。 

二 地質・地盤の構造、地盤等級区分、液状化の可能性及び地下水の影響等を考慮して、すべり安全率等により評価すること。 

三 評価に用いる地盤モデル、地盤パラメータ及び地震力の設定等は、基礎地盤の支持性能の評価に準じて行うこと。特に地下水の影響

に留意すること。 
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（別記３） 

第５条（津波による損傷の防止） 

１ 第５条第１項に規定する「基準津波」は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、波源海域から敷地周辺までの海底地形、地質構造及び

地震活動性等の地震学的見地から想定することが適切なものを策定すること。また、津波の発生要因として、地震のほか、地すべり、斜

面崩壊その他の地震以外の要因、及びこれらの組合せによるものを複数選定し、不確かさを考慮して数値解析を実施し、策定すること。 

また、基準津波の時刻歴波形を示す際は、敷地前面海域の海底地形の特徴を踏まえ、時刻歴波形に対して施設からの反射波の影響が微少

となるよう、施設から離れた沿岸域における津波を用いること。 

なお、基準津波の策定に当たっての調査については、目的に応じた調査手法を選定するとともに、調査手法の適用条件及び精度等に配慮

することによって、調査結果の信頼性と精度を確保すること。 

 

２ 上記１の「基準津波」の策定に当たっては、以下の方針によること。 

一 津波を発生させる要因として、次に示す要因を考慮するものとし、敷地に大きな影響を与えると予想される要因を複数選定するこ

と。また、津波発生要因に係る敷地の地学的背景及び津波発生要因の関連性を踏まえ、プレート間地震及びその他の地震、又は地震及

び地すべり若しくは斜面崩壊等の組合せについて考慮すること。 

・プレート間地震 

・海洋プレート内地震 

・海域の活断層による地殻内地震 

・陸上及び海底での地すべり及び斜面崩壊 

・火山現象（噴火、山体崩壊又はカルデラ陥没等） 

二 プレート形状、すべり欠損分布、断層形状、地形・地質及び火山の位置等から考えられる適切な規模の津波波源を考慮すること。こ

の場合、国内のみならず世界で起きた大規模な津波事例を踏まえ、津波の発生機構及びテクトニクス的背景の類似性を考慮した上で検

討を行うこと。また、遠地津波に対しても、国内のみならず世界での事例を踏まえ、検討を行うこと。 

三 プレート間地震については、地震発生域の深さの下限から海溝軸までが震源域となる地震を考慮すること。 
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四 他の地域において発生した大規模な津波の沖合での水位変化が観測されている場合は、津波の発生機構、テクトニクス的背景の類似

性及び観測された海域における地形の影響を考慮した上で、必要に応じ基準津波への影響について検討すること。 

五 基準津波による遡上津波は、敷地周辺における津波堆積物等の地質学的証拠及び歴史記録等から推定される津波高及び浸水域を上回

っていること。また、行政機関により敷地又はその周辺の津波が評価されている場合には、波源設定の考え方及び解析条件等の相違点

に着目して内容を精査した上で、安全側の評価を実施するとの観点から必要な科学的・技術的知見を基準津波の策定に反映すること。 

六 耐津波設計上の十分な裕度を含めるため、基準津波の策定の過程に伴う不確かさの考慮に当たっては、基準津波の策定に及ぼす影響

が大きいと考えられる波源特性の不確かさの要因（断層の位置、長さ、幅、走向、傾斜角、すべり量、すべり角、すべり分布、破壊開

始点及び破壊伝播速度等）及びその大きさの程度並びにそれらに係る考え方及び解釈の違いによる不確かさを十分踏まえた上で、適切

な手法を用いること。 

七 津波の調査においては、必要な調査範囲を地震動評価における調査よりも十分に広く設定した上で、調査地域の地形・地質条件に応

じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調査及び地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合わせた調査を行う

こと。また、津波の発生要因に係る調査及び波源モデルの設定に必要な調査、敷地周辺に来襲した可能性のある津波に係る調査、津波

の伝播経路に係る調査及び砂移動の評価に必要な調査を行うこと。 

八 基準津波の策定に当たって行う調査及び評価は、最新の科学的・技術的知見を踏まえること。また、既往の資料等について、調査範

囲の広さを踏まえた上で、それらの充足度及び精度に対する十分な考慮を行い、参照すること。なお、既往の資料と異なる見解を採用

した場合には、その根拠を明示すること。 

九 策定された基準津波については、施設からの反射波の影響が微少となるよう定義された位置及び敷地周辺の評価地点における超過確

率を把握すること。 

 

３ 第５条第１項の「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」を満たすために、基準津波に対する設計基準対象施設

の設計に当たっては、以下の方針によること。 
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一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。以下この号及び第三号において同じ。）の設置された

敷地等において、基準津波による遡上波を地上部から到達又は流入させないこと。また、取水路及び放水路等の経路から流入させない

こと。そのため、以下の方針によること。 

①Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備及び津波監視設備を除く。以下この号から第三号までにおいて同じ。）を内包する建屋及びＳク

ラスに属する設備（屋外に設置するものに限る。）は、基準津波による遡上波が到達しない十分高い場所に設置すること。また、基準

津波による遡上波が到達する高さにある場合には、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備を設置すること。 

②上記①の遡上波の到達防止に当たっては、敷地及び敷地周辺の地形、標高及び河川等の存在並びに地震による広域的な隆起・沈降を

考慮して、遡上波の回込みを含め敷地への遡上の可能性を検討すること。また、地震による変状又は繰り返し来襲する津波による洗

掘・堆積により地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討すること。 

③取水路又は放水路等の経路から、Ｓクラスに属する施設の設置された敷地並びにＳクラスに属する設備を内包する建屋及び区画に津

波の流入する可能性について検討した上で、流入する可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それらに対して流入防

止の対策を施すことにより、津波の流入を防止すること。 

二 取水・放水施設及び地下部等において、漏水する可能性を考慮の上、漏水による浸水範囲を限定して、重要な安全機能への影響を防

止すること。そのため、以下の方針によること。 

①取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放水施設及び地下部等における漏水の可能性を検討した上で、漏水が継続する

ことによる浸水範囲を想定するとともに、当該想定される浸水範囲（以下「浸水想定範囲」という。）の境界において浸水想定範囲外

に流出する可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定するこ

と。 

②浸水想定範囲の周辺にＳクラスに属する設備がある場合は、防水区画化するとともに、必要に応じて浸水量評価を実施し、安全機能

への影響がないことを確認すること。 

③浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合は、排水設備を設置すること。 

三 前二号に規定するもののほか、Ｓクラスに属する施設については、浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離すること。

そのため、Ｓクラスに属する設備を内包する建屋及び区画については、浸水防護重点化範囲として明確化するとともに、地震による溢
いっ
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水に加えて津波の流入を考慮した浸水範囲及び浸水量を安全側に想定した上で、浸水防護重点化範囲に流入する可能性のある経路

（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それらに対して流入防止の対策を施すこと。 

四 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響を防止すること。そのため、非常用海水冷却系については、基準津波によ

る水位の低下に対して冷却に必要な海水を確保することにより、海水ポンプが機能を保持できる設計であること。また、基準津波によ

る水位変動に伴う砂の移動・堆積及び漂流物に対して取水口及び取水路の通水性が確保でき、かつ、取水口からの砂の混入に対して海

水ポンプが機能を保持できる設計であること。 

五 津波防護施設及び浸水防止設備については、入力津波（施設の津波に対する設計を行うために、津波の伝播特性及び流入経路等を考

慮して、それぞれの施設に対して設定するものをいう。以下同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が保持できること。また、

津波監視設備については、入力津波に対して津波監視機能が保持できること。そのため、以下の方針によること。 

①上記の「津波防護施設」とは、防潮堤、盛土構造物及び防潮壁等をいう。上記の「浸水防止設備」とは、水密扉及び開口部・貫通口

の浸水対策設備等をいう。また、上記の「津波監視設備」とは、敷地の潮位計及び取水ピット水位計並びに津波の来襲状況を把握で

きる屋外監視カメラ等をいう。これら以外には、津波防護施設及び浸水防止設備への波力による影響等、津波による影響を軽減する

効果が期待される防波堤等の津波影響軽減施設・設備がある。 

②入力津波については、基準津波の波源からの数値計算により、各施設・設備等の設置位置において算定される時刻歴波形とするこ

と。数値計算に当たっては、敷地形状、敷地沿岸域の海底地形、津波の敷地への浸入角度、河川の有無、陸上の遡上・伝播の効果及

び伝播経路上の人工構造物等を考慮すること。また、津波による港湾内の局所的な海面の固有振動の励起を適切に評価し考慮するこ

と。 

③津波防護施設については、その構造に応じ、波力による浸食及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対する安定性を評価

し、越流時の耐性等にも配慮した上で、入力津波に対する津波防護機能が十分に保持できるよう設計すること。 

④浸水防止設備については、浸水想定範囲等における津波や浸水による荷重等に対する耐性等を評価し、越流時の耐性等にも配慮した

上で、入力津波に対して浸水防止機能が十分に保持できるよう設計すること。 

⑤津波監視設備については、津波の影響（波力及び漂流物の衝突等）に対して、影響を受けにくい位置への設置及び影響の防止策・緩

和策等を検討し、入力津波に対して津波監視機能が十分に保持できるよう設計すること。 
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⑥津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構築物及び設置物等が破損又は損壊した後に漂流する可能性がある場合

には、防潮堤等の津波防護施設及び浸水防止設備に波及的影響を及ぼさないよう、漂流防止措置又は津波防護施設及び浸水防止設備

への影響の防止措置を施すこと。 

⑦上記③、④及び⑥の設計等においては、耐津波設計上の十分な裕度を含めるため、各施設・設備の機能損傷モードに対応した荷重

（浸水高、波力・波圧、洗掘力及び浮力等）について、入力津波から十分な余裕を考慮して設定すること。また、余震の発生の可能

性を検討した上で、必要に応じて余震による荷重と入力津波による荷重との組合せを考慮すること。さらに、入力津波の時刻歴波形

に基づき、津波の繰り返しの来襲による作用が津波防護機能及び浸水防止機能へ及ぼす影響について検討すること。 

⑧津波防護施設及び浸水防止設備の設計に当たって、津波影響軽減施設・設備の効果を考慮する場合は、このような施設・設備につい

ても、入力津波に対して津波による影響の軽減機能が保持されるよう設計するとともに、上記⑥及び⑦を満たすこと。 

⑨津波防護施設のうち、防潮ゲート等の外部入力により動作する機構を有するものについては、当該機構の構造、動作原理等を踏ま

え、津波防護機能が損なわれないよう重要安全施設に求められる信頼性と同等の信頼性を確保した設計とすること。 

六 地震による敷地の隆起・沈降、地震（本震及び余震）による影響、津波の繰り返しの来襲による影響及び津波による二次的な影響

（洗掘、砂移動及び漂流物等）を考慮すること。 

七 津波防護施設及び浸水防止設備の設計並びに非常用海水冷却系の評価に当たっては、入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位

を考慮して安全側の評価を実施すること。なお、その他の要因による潮位変動についても適切に評価し考慮すること。また、地震によ

り陸域の隆起又は沈降が想定される場合、想定される地震の震源モデルから算定される、敷地の地殻変動量を考慮して安全側の評価を

実施すること。 
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（別記４） 

兼用キャスク貯蔵施設の設置に当たっては、以下のとおりとする。 

 

第３条（設計基準対象施設の地盤） 

１ 第３条第１項に規定する「設計基準対象施設を十分に支持することができる」とは、兼用キャスク貯蔵施設について、自重その他の貯

蔵時に想定される荷重に加え、第４条第２項の規定により算定する地震力（兼用キャスクにあっては、基準地震動による地震力を含む。）

が作用した場合においても、接地圧に対する十分な支持力を有する設計であることをいう。なお、兼用キャスクについては、上記に加

え、基準地震動による地震力が作用することによって弱面上のずれ等が発生しないことを含め、基準地震動による地震力に対する支持性

能が確保されていることを確認することが含まれる。 

また、「安全機能が損なわれない方法」とは、以下のいずれかの方法をいう。 

・兼用キャスクを基礎等に固定し、かつ、基準地震動による地震力が地盤に作用することによりその安全機能（第１６条第２項第１号ハ

及び第４項第１号から第３号までに示す臨界防止機能、遮蔽機能、除熱機能及び閉じ込め機能をいう。以下別記４において同じ。）を

損なわない方法 

・兼用キャスクを基礎等に固定せず、かつ、兼用キャスク蓋部の金属部への衝突に対してその安全機能を損なわない方法 

ここで、輸送荷姿（兼用キャスクの両端に緩衝体を取り付けた状態であって、車両運搬（核燃料物質等の工場又は事業所の外における運

搬に関する規則（昭和５３年総理府令第５７号）第１条第１号の車両運搬をいう。）時の荷姿をいう。以下同じ。）その他の兼用キャスク

を基礎等に固定せず、かつ、緩衝体の装着等により兼用キャスク蓋部が金属部へ衝突しない方法により設置する場合は、兼用キャスク蓋

部の金属部への衝突に対してその安全機能が損なわれないものとする。 

 

２ 第３条第２項については、本規程別記１第３条第２項のとおりとする。また、輸送荷姿その他の兼用キャスクを基礎等に固定せず、か

つ、緩衝体の装着等により兼用キャスク蓋部が金属部へ衝突しない方法により設置する場合は、地盤が変形した場合においてもその安全

機能が損なわれるおそれがないものとする。 
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３ 第３条第３項については、本規程別記１第３条第３項のとおりとする。また、輸送荷姿その他の兼用キャスクを基礎等に固定せず、か

つ、緩衝体の装着等により兼用キャスク蓋部が金属部へ衝突しない方法により設置する場合は、その安全機能が損なわれないものとす

る。 

 

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 周辺施設を設置する場合、第４条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たすために、当該周辺施設は、静的地震力に対

しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。その際、以下のとおりとすること。 

一 耐震設計については、本規程別記２第４条第３項第３号の規定を準用すること。 

二 第４条第２項の規定による地震力の算定については、本規程別記２第４条第４項第２号の規定（Ｃクラスに属する施設に適用される

ものに限る。）を準用すること。 

 

２ 第４条第６項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの設計に

当たっては、以下の方針によること。 

一 第６項に規定する地震力（以下「第６項地震力」という。）に対して、その安全機能が損なわれるおそれがないものであること。ただ

し、輸送荷姿により設置する場合は第６項地震力によって安全機能が損なわれるおそれがないものとし、輸送荷姿以外の兼用キャスク

を基礎等に固定せず、かつ、緩衝体の装着等により兼用キャスク蓋部が金属部へ衝突しない方法により設置する場合は、第６項地震力

による兼用キャスク蓋部の金属部への衝突に対してその安全機能が損なわれるおそれがないものとする。 

二 兼用キャスクについては、自重その他の貯蔵時に想定される荷重と第６項地震力を組み合わせた荷重条件に対して、当該兼用キャス

クに要求される機能を保持すること。また、上記により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレ

ベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し、当該兼用キャスクに要求される機能に影響を及ぼさないこと。ただし、兼用キャ

スクの閉じ込め機能を担保する部位は、上記の荷重条件に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えること。 

三 兼用キャスクは、周辺施設からの波及的影響によって、その安全機能を損なわないように設計すること。この波及的影響の評価に当

たっては、敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、第６項地震力を
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適用すること。また、上記の「兼用キャスクは、周辺施設からの波及的影響によって、その安全機能を損なわない」を満たすために、

少なくとも次に示す事項について、兼用キャスクがその安全機能を損なわないことを確認すること。 

・設置地盤、地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

・兼用キャスク間の相互影響 

・兼用キャスクと周辺施設との相互影響（周辺施設の損傷、転倒、落下等による兼用キャスクへの影響を含む。） 

 

３ 第６項地震力の設定に当たっては、以下の方針によること。 

一 第１号に規定する「兼用キャスクが地震力により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するた

めに用いる合理的な地震力として原子力規制委員会が別に定めるもの」については、次のとおりとする。 

・兼用キャスクが安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる地震力等を定める告示

（平成３１年原子力規制委員会告示第２号。以下「兼用キャスク告示」という。）第１条によるものとする。 

・水平地震力及び鉛直地震力については、同時に不利な方向の組合せで作用させること。 

二 第２号に規定する「基準地震動」の策定に当たっては、本規程別記２第４条第５項の方針によること。 

三 第２号に規定する「基準地震動による地震力」の算定に当たっては、本規程別記２第４条第７項の方法によること。 

 

４ 第４条第７項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」ことを満たすために、兼用キャスクの周辺斜

面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがないことを確認するとともに、崩壊のおそれがある

場合には、当該部分の除去、敷地内土木構造物による斜面の保持等の措置を講ずることにより、兼用キャスクの安全機能が損なわれるお

それがないようにすること。 

また、安定解析に当たっては、次の方針によること。 

一 安定性の評価対象は、兼用キャスクが設置される場所を考慮し、兼用キャスクに影響を与えるおそれのある斜面とすること。 

二 地質・地盤の構造、地盤等級区分、液状化の可能性、地下水の影響等を考慮して、すべり安全率等により評価すること。 
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三 評価に用いる地盤モデル、地盤パラメータ、地震力の設定等は、基礎地盤の支持性能の評価に準じて行うこと。特に地下水の影響に

留意すること。 

 

第５条（津波による損傷の防止） 

１ 第５条第２項の津波の設定に当たっては、以下の方針によること。 

一 第１号に規定する「兼用キャスクが津波により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するため

に用いる合理的な津波として原子力規制委員会が別に定めるもの」については、兼用キャスク告示第２条によるものとする。 

二 第２号に規定する「基準津波」の策定に当たっては、本規程別記３第５条第１項及び第２項によること。 

 

２ 第５条第２項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」を満たすために、兼用キャスクの設計に当た

っては、以下の方針によること。 

 一 兼用キャスク告示第２条に定める津波に対する兼用キャスクの設計については、次のとおりとする。 

・津波による遡上波の波力及び漂流物の衝突に対して、その安全機能が損なわれるおそれがないものであること。 

・上記の「漂流物の衝突」については、質量 100 トンの漂流物の衝突とすること。 

・上記の波力及び衝突による荷重については、同時に作用させること。 

 二 「基準津波」に対する兼用キャスクの設計については、本規程別記３第５条第３項中、Ｓクラスに属する施設に関する規定を準用す

る。 

 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止） 

１ 第６条第４項及び第６項は、第４項の自然現象及び第６項の人為による事象に対して兼用キャスクが安全機能を損なわないために必要

な安全施設以外の施設、設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含む。 

 

２ 第６条第４項に規定する「自然現象」については、以下のとおりとする。 



 

152 
 

一 第１号に規定する「兼用キャスクが竜巻により安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するため

に用いる合理的な竜巻として原子力規制委員会が別に定めるもの」については、次のとおりとする。 

・兼用キャスク告示第３条によるものとする。 

・竜巻による飛来物の衝突に対して、その安全機能を損なわないものであること。 

二 第２号に規定する「森林火災」については、本規程第６条第２項及び第３項のとおりとする。 

 

３ 第６条第６項に規定する「人為による事象」については、本規程第６条第８項のとおりとする。 

 

第１６条（燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設） 

１ 第１６条第２項第１号ハに規定する「臨界に達するおそれがない」とは、第５項に規定するもののほか、使用済燃料貯蔵施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則の解釈（平成２５年１１月２７日原子力規制委員会決定。以下「貯蔵事業許可基準規則解釈」という。）

第３条に規定する金属キャスクの設計に関する基準を満たすことをいう。 

 

２ 第１６条第４項第１号に規定する「適切な遮蔽能力を有する」とは、第５項に規定するもののほか、以下をいう。 

・貯蔵事業許可基準規則解釈第４条第１項第３号に規定する金属キャスクの設計に関する基準を満たすこと。 

・兼用キャスク表面の線量当量率が１時間当たり２ミリシーベルト以下であり、かつ、兼用キャスク表面から１メートル離れた位置にお

ける線量当量率が１時間当たり 100 マイクロシーベルト以下であること。 

・貯蔵建屋（工場等内において兼用キャスクを収納する建物をいう。以下この条において同じ。）を設置する場合には、当該貯蔵建屋の損

傷によりその遮蔽機能が著しく低下したときにおいても、工場等周辺の実効線量は周辺監視区域外における線量限度を超えないこと。

なお、当該貯蔵建屋が損傷したときからその遮蔽機能の応急の復旧が完了するまでの間は、第２９条に規定する「通常運転時」には当

たらない。 
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３ 第１６条第４項第２号に規定する「崩壊熱を適切に除去することができる」とは、第５項に規定するもののほか、貯蔵事業許可基準規

則解釈第６条並びに第１７条第１項第２号（貯蔵建屋を設置する場合に限る。）及び第３号に規定する金属キャスクの設計に関する基準を

満たすことをいう。 

 

４ 第１６条第４項第３号に規定する「放射性物質を適切に閉じ込めることができ、かつ、その機能を適切に監視することができる」と

は、次項に規定するもののほか、貯蔵事業許可基準規則解釈第５条第１項第１号及び第２号並びに第１７条第１項第１号に規定する金属

キャスクの設計に関する基準を満たすことをいう。 

 

５ 第１６条第２項第１号ハ及び同条第４項各号を満たすため、兼用キャスクは、当該兼用キャスクを構成する部材及び使用済燃料の経年

変化を考慮した上で、使用済燃料の健全性を確保する設計とすること。ここで、「兼用キャスクを構成する部材及び使用済燃料の経年変化

を考慮した上で、使用済燃料の健全性を確保する設計」とは、以下を満たす設計をいう。 

・設計貯蔵期間を明確にしていること。 

・設計貯蔵期間中の温度、放射線等の環境条件下での経年変化を考慮した材料及び構造であること。 


